
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ノルボルネン系樹脂を含む高分子フィルムの片面又は両面に、
　１４０℃における長手方向の収縮率：Ｓ 1 4 0（ＭＤ）が４～２０％であり、且つ、幅方
向の収縮率：Ｓ 1 4 0（ＴＤ）が４～３０％

収縮性フィルムを貼り合わせて
、
　下記式（１）及び式（２）を満足するように加熱延伸して、２３℃における光弾性係数
の絶対値が、１．０×１０ - 1 2ｍ 2／Ｎ～１２．０×１０ - 1 2ｍ 2／Ｎの位相差フィルムを得
ることを特徴とする位相差フィルムの製造方法。
１００ｎｍ≦（ｎｘ－ｎｙ）・ｄ≦３５０ｎｍ　・・・（１）
０．１≦（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）≦ 　・・・（２）
［ただし、フィルムの遅相軸方向、進相軸方向及び厚さ方向の屈折率をそれぞれｎｘ、ｎ
ｙ、ｎｚとし、ｄ（ｎｍ）はフィルムの厚みとする。遅相軸方向は、フィルム面内の屈折
率の最大となる方向とする。］
【請求項２】
　前記位相差フィルムは、厚みが８０～１６０μｍであり、かつ
　２００ｎｍ≦（ｎｘ－ｎｙ）・ｄ≦３５０ｎｍ、を満足することを特徴とする

。
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であり、１４０℃における幅方向の収縮率：Ｓ 1

4 0（ＴＤ）と長手方向の収縮率：Ｓ 1 4 0（ＭＤ）の差：ΔＳ 1 4 0＝Ｓ 1 4 0（ＴＤ）－Ｓ 1 4 0（
ＭＤ）が、０．５％≦ΔＳ 1 4 0≦１０％の範囲を満足する

０．９

請求項１
記載の位相差フィルムの製造方法



【請求項３】
　前記位相差フィルムは、厚みが２５～７５μｍであり、かつ
　１００ｎｍ≦（ｎｘ－ｎｙ）・ｄ≦２００ｎｍ、を満足することを特徴とする

。
【請求項４】
　前記ノルボルネン系樹脂が、ノルボルネン系モノマーの開環（共）重合体を水素添加し
た樹脂であることを特徴とする請求項１～ のいずれかに記載の

。
【請求項５】
　前記高分子フィルムの厚みが１０～５００μｍであることを特徴とする

に記載の位相差フィルムの製造方法。
【請求項６】
　前記高分子フィルムの延伸温度が、上記高分子フィルムのＴｇ＋１℃～Ｔｇ＋３０℃で
あることを特徴とする に記載の位相差フィルムの製造方法。
【請求項７】
　前記高分子フィルムの延伸倍率が、１．０５～３倍であることを特徴とする請求項

いずれかに記載の位相差フィルムの製造方法。
【請求項８】
　前記収縮性フィルムは、１６０℃における長手方向の収縮率：Ｓ 1 6 0（ＭＤ）が１０～
３０％であり、且つ、幅方向の収縮率：Ｓ 1 6 0（ＴＤ）が３２～６５％であることを特徴
とする請求項 のいずれかに記載の位相差フィルムの製造方法。
【請求項９】
　前記収縮性フィルムは、１６０℃における幅方向の収縮率：Ｓ 1 6 0（ＴＤ）と長手方向
の収縮率：Ｓ 1 6 0（ＭＤ）の差：ΔＳ 1 6 0＝Ｓ 1 6 0（ＴＤ）－Ｓ 1 6 0（ＭＤ）が、５％≦ΔＳ
1 6 0≦５０％の範囲にあることを特徴とする のいずれかに記載の位相差フィ
ルムの製造方法。
【請求項１０】
　前記収縮性フィルムは、１４０℃における幅方向の収縮応力Ｔ 1 4 0（ＴＤ）が、０．２
～１．２Ｎ／２ｍｍであることを特徴とする のいずれかに記載の位相差フィ
ルムの製造方法。
【請求項１１】
　前記収縮性フィルムは、１５０℃における幅方向の収縮応力Ｔ 1 5 0（ＴＤ）が、０．３
～１．３Ｎ／２ｍｍであることを特徴とする のいずれかに記載の位相差フ
ィルムの製造方法。
【請求項１２】
　前記収縮性フィルムが二軸延伸ポリプロピレンフィルムであることを特徴とする

のいずれかに記載の位相差フィルムの製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、位相差フィルム 製造方法に関する。また本発明は、当該位相差フィルムと
偏光子または偏光板を組み合わせた光学フィルムに関する。前記位相差フィルム、光学フ
ィルムは、液晶表示装置、有機ＥＬ表示装置、ＰＤＰ等の画像表示装置に適用できる。特
に本発明の位相差フィルムは、ＴＮモード、ＶＡモード、ＩＰＳモード、ＦＦＳモード又
はＯＣＢモードの液晶セルの視野角補償に好適であり、当該位相差フィルムを用いた光学
フィルムは、液晶パネル、液晶表示装置に好適に適用できる。
 
【背景技術】
【０００２】
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請求項１
記載の位相差フィルムの製造方法

３ 位相差フィルムの製造方
法

請求項１～４の
いずれか

請求項１～５のいずれか

請求
項１～６の

１～７

請求項１～８

請求項１～９

請求項１～１０

請求項
１～１１

の



　液晶表示装置には、一般に液晶セルの両側に偏光子が配置された液晶パネルが用いられ
ている。また、上記液晶パネルでは、液晶セルの複屈折による位相差を正面方向および斜
視方向において光学補償するため、上記液晶セルと偏光子との間には位相差フィルムが配
置されている。液晶表示装置の斜視方向の表示特性を改善するためには、位相差フィルム
の位相差値が斜視方向において、角度に伴いどのように変化するかということが非常に重
要とされている。
【０００３】
　そこで、角度によらず位相差値がほぼ一定である位相差フィルムが提案されている（特
許文献１）。上記の位相差フィルムは、フィルムの遅相軸方向、進相軸方向及び厚さ方向
の屈折率をそれぞれｎｘ、ｎｙ、ｎｚとしたとき、ｎｘ＞ｎｚ＞ｎｙの関係を示す。この
ような位相差フィルムと偏光板を用いた光学フィルムや、上記の位相差フィルムを用いて
、斜視方向の視野角特性を改善したＩＰＳモードやＶＡモードの液晶表示装置も提案され
ている（特許文献２、特許文献３、特許文献４）。
【０００４】
　ｎｘ＞ｎｚ＞ｎｙの関係を示す位相差フィルムの製造方法としては、高分子フィルムの
片面又は両面に収縮性フィルムを接着して積層体を形成し、その積層体を加熱延伸処理し
て作製する方法が提案されている（特許文献５）。この製造方法では、高分子フィルムの
屈折率分布を延伸前後で大きく変化させている。このため、用いられる高分子フィルムと
しては、低い延伸倍率で位相差が生じやすいものが好ましく、通常、ポリカーボネート系
樹脂や、ポリアリレート系樹脂、ポリサルフォン系樹脂等の芳香族系高分子フィルムが用
いられてきた。しかしながら、上記のような芳香族系高分子フィルムは光弾性係数の絶対
値が大きいために、応力に対して位相差が変化しやすい。そのため、液晶セルと偏光子と
の間に貼合配置された状態で高温に曝された場合に、偏光子の収縮応力によって位相差値
が設計値からずれたり、液晶表示装置に用いた場合にバックライトの熱によって発生する
応力のムラによって、位相差値のムラが発生したりして、表示特性を悪化させることが問
題となっていた。一方、ノルボルネン系樹脂フィルム等の脂肪族系樹脂フィルムは、光弾
性係数の絶対値は小さい。しかし、脂肪族系樹脂フィルムは位相差が生じにくいため、芳
香族系高分子フィルムのような低い延伸倍率では勿論のこと、高い延伸倍率で延伸した場
合にも所望の位相差値を得ることができなかった。また、高い延伸倍率で延伸する場合に
は、フィルムが破断してしまうことが問題となっていた。
【特許文献１】特開平２－１６０２０４号公報
【特許文献２】特開平１１－３０５２１７号公報
【特許文献３】特開２０００－３９６１０号公報
【特許文献４】特開平４－３０５６０２号公報
【特許文献５】特開平５－１５７９１１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明はこのような問題を解決するためになされたものであり、応力によって位相差値
のズレやムラが生じ難く、且つｎｘ＞ｎｚ＞ｎｙの関係を有する

を提供することを目的とする。
 
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、前記課題を解決すべく、鋭意検討した結果、以下に示す

により上記目的を達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。すな
わち本発明は以下のとおりである。
 
【０００８】
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位相差フィルムの製造方
法

位相差フィルム
の製造方法

本発明は、ノルボルネン系樹脂を含む高分子フィルムの片面又は両面に、



 
【００１０】
　 前記ノルボルネン系樹脂が、ノルボルネン系モノマーの開環（
共）重合体を水素添加した樹脂であること 。
 
【００１２】
　 前記高分子フィルムの厚みが１０～５００μｍであること

。
 
【００１３】
　 前記高分子フィルムの延伸温度が、上記高分子フィルムのＴｇ
＋１℃～Ｔｇ＋３０℃であること 。
 
【００１４】
　 前記高分子フィルムの延伸倍率が、１．０５～３倍であること

。
 
【００１６】
　 前記収縮性フィルムは、１６０℃における長手方向の収縮率：
Ｓ 1 6 0（ＭＤ）が１０～３０％であり、且つ、幅方向の収縮率：Ｓ 1 6 0（ＴＤ）が３２～６
５％であること 。
 
【００１８】
　 前記収縮性フィルムは、１６０℃における幅方向の収縮率：Ｓ
1 6 0（ＴＤ）と長手方向の収縮率：Ｓ 1 6 0（ＭＤ）の差：ΔＳ 1 6 0＝Ｓ 1 6 0（ＴＤ）－Ｓ 1 6 0

（ＭＤ）が、５％≦ΔＳ 1 6 0≦５０％の範囲にあること 。
 
【００１９】
　 前記収縮性フィルムは、１４０℃における幅方向の収縮応力Ｔ
1 4 0（ＴＤ）が、０．２～１．２Ｎ／２ｍｍであること 。
 
【００２０】
　 前記収縮性フィルムは、１５０℃における幅方向の収縮応力Ｔ
1 5 0（ＴＤ）が、０．３～１．３Ｎ／２ｍｍであること 。
 
【００２１】
　 前記収縮性フィルムが二軸延伸ポリプロピレンフィルムである
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　１４０℃における長手方向の収縮率：Ｓ 1 4 0（ＭＤ）が４～２０％であり、且つ、幅方
向の収縮率：Ｓ 1 4 0（ＴＤ）が４～３０％であり、１４０℃における幅方向の収縮率：Ｓ 1

4 0（ＴＤ）と長手方向の収縮率：Ｓ 1 4 0（ＭＤ）の差：ΔＳ 1 4 0＝Ｓ 1 4 0（ＴＤ）－Ｓ 1 4 0（
ＭＤ）が、０．５％≦ΔＳ 1 4 0≦１０％の範囲を満足する収縮性フィルムを貼り合わせて
、
　下記式（１）及び式（２）を満足するように加熱延伸して、２３℃における光弾性係数
の絶対値が、１．０×１０ - 1 2ｍ 2／Ｎ～１２．０×１０ - 1 2ｍ 2／Ｎの位相差フィルムを得
ることを特徴とする位相差フィルムの製造方法、に関する。
１００ｎｍ≦（ｎｘ－ｎｙ）・ｄ≦３５０ｎｍ　・・・（１）
０．１≦（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）≦０．９　・・・（２）
［ただし、フィルムの遅相軸方向、進相軸方向及び厚さ方向の屈折率をそれぞれｎｘ、ｎ
ｙ、ｎｚとし、ｄ（ｎｍ）はフィルムの厚みとする。遅相軸方向は、フィルム面内の屈折
率の最大となる方向とする。］

前記製造方法において、
が好ましい

前記製造方法において、 が好
ましい

前記製造方法において、
が好ましい

前記製造方法において、
が好ましい

前記製造方法において、

が好ましい

前記製造方法において、

が好ましい

前記製造方法において、
が好ましい

前記製造方法において、
が好ましい

前記製造方法において、



こと 。
 
【発明の効果】
【００２９】
　本発明の位相差フィルムは、ノルボルネン系樹脂を含む高分子フィルムの延伸フィルム
である。かかる位相差フィルムは、光弾性係数の絶対値が小さいため、液晶表示装置に用
いた場合にも応力によって位相差値のズレやムラが生じ難い。ノルボルネン系樹脂を含む
高分子フィルムの延伸により、ｎｘ＞ｎｚ＞ｎｙの関係を有する位相差フィルムは得られ
ていなかったが、本発明では上記高分子フィルムの片面又は両面に所定の収縮率を有する
収縮性フィルムを貼り合わせて、加熱延伸することで、ｎｘ＞ｎｚ＞ｎｙの関係を有し、
前記式（１）及び式（２）を満足する位相差フィルムを得ている。また本発明の製造方法
によれば、ノルボルネン系樹脂を含む高分子フィルムを延伸して位相差フィルムを製造す
るにあたっても、低い延伸倍率で広範囲の位相差値を制御できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　本発明の位相差フィルムについて説明する。上記の通り、本発明の位相差フィルムは、
ノルボルネン系樹脂を含む高分子フィルムの延伸フィルムである。なお、本明細書におい
て、ノルボルネン系樹脂とは、出発原料（モノマー）の一部または全部に、ノルボルネン
環を有するノルボルネン系モノマーを用いて得られる重合体をいう。なお、上記ノルボル
ネン系樹脂は、出発原料（モノマー）にはノルボルネン環（ノルボルナン環に二重結合を
有するもの）を有するものが用いられるが、（共）重合体の状態では、構成単位にノルボ
ルナン環を有していても、有していなくてもよい。上記構成単位にノルボルナン環を有さ
ないノルボルネン系樹脂には、例えば、開裂により５員環となるようなもの、代表的には
、ノルボルネン、ジシクロペンタジエン、５－フェニルノルボルネン等やそれらの誘導体
等が挙げられる。上記ノルボルネン系樹脂が共重合体である場合、その分子の配列状態は
、特に制限はなく、ランダム共重合体であってもよいし、ブロック共重合体であってもよ
いし、グラフト共重合体であってもよい。
【００３１】
　前記ノルボルネン系樹脂としては、例えば、ノルボルネン系モノマーの開環（共）重合
体、さらにはこれのマレイン酸付加、シクロペンタジエン付加等のポリマー変性物、さら
にはこれらを水素添加した樹脂；ノルボルネン系モノマーを付加重合させた樹脂などが挙
げられる。なお、上記ノルボルネン系モノマーの開環（共）重合体には、１種以上のノル
ボルネン系モノマーと、α－オレフィン類、シクロアルケン類、および／または非共役ジ
エン類との開環共重合体を水素添加した樹脂を包含する。また、上記ノルボルネン系モノ
マーを付加（共）重合させた樹脂には、１種以上のノルボルネン系モノマーと、α－オレ
フィン類、シクロアルケン類、および／または非共役ジエン類との付加型共重合させた樹
脂を包含する。
【００３２】
　好ましくは、本発明の位相差フィルムは、ノルボルネン系モノマーの開環（共）重合体
を水素添加した樹脂を含む高分子フィルムの延伸フィルムである。成形加工性に優れ、均
一性が高く、大きな位相差値を有する位相差フィルムを得ることができるからである。
【００３３】
　更に好ましくは、本発明の位相差フィルムは、構成単位の一部または全部が、下記一般
式（Ｉ）、下記一般式（ＩＩ）、および／または下記一般式（ＩＩＩ）で表される構造で
あるノルボルネン系モノマーの開環（共）重合体を水素添加した樹脂を含む高分子フィル
ムの延伸フィルムである。
【００３４】
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が好ましい



【化１】
　
　
　
　
　
　
　
【００３５】
【化２】
　
　
　
　
　
　
　
【００３６】
【化３】
　
　
　
　
　
　
　
【００３７】
　一般式（Ｉ）、（ＩＩ）および（ＩＩＩ）中、Ｒ 1～Ｒ 1 4は、水素原子、ハロゲン原子
、ハロゲン化アルキル基、Ｃ１－Ｃ４のアルキル基、Ｃ１－Ｃ４のアルキリデン基、Ｃ１
－Ｃ４のアルケニル基、Ｃ１－Ｃ４のアルコキシカルボニル基、アリール基、アルアルキ
ル基、アルアルキルオキシ基、ヒドロキシアルキル基、シアノ基、Ｃ４－Ｃ１０のシクロ
アルキル基、アシルオキシ基、およびその置換誘導体から選ばれる置換基であり、それぞ
れ同一であるかまたは異なる。ｎは２以上の整数である。
【００３８】
　特に好ましくは、一般式（Ｉ）中、Ｒ 1～Ｒ 4は、水素原子、ハロゲン原子、ハロゲン化
アルキル基、Ｃ１－Ｃ４のアルキル基、Ｃ１－Ｃ４のアルキリデン基、Ｃ１－Ｃ４のアル
ケニル基、Ｃ１－Ｃ４のアルコキシカルボニル基、アリール基、アルアルキル基、アルア
ルキルオキシ基、Ｃ４－Ｃ１０のシクロアルキル基、およびアシルオキシから選ばれる置
換基であり、それぞれ同一であるかまたは異なる。ｎは２以上の整数である。また、特に
好ましくは、一般式（ＩＩ）中、Ｒ 5～Ｒ 8は、水素原子、ハロゲン原子、ハロゲン化アル
キル基、Ｃ１－Ｃ４のアルキル基、Ｃ１－Ｃ４のアルキリデン基、Ｃ１－Ｃ４のアルケニ
ル基、およびＣ１－Ｃ４のアルコキシカルボニル基から選ばれる置換基であり、それぞれ
同一であるかまたは異なる。ｎは２以上の整数である。また、特に好ましくは、一般式（
ＩＩＩ）中、Ｒ 9～Ｒ 1 4は、水素原子およびＣ１－Ｃ４のアルキル基から選ばれる置換基
であり、それぞれ同一であるかまたは異なる。ｎは２以上の整数である。
【００３９】
　最も好ましくは、一般式（Ｉ）中、Ｒ 1およびＲ 2は、水素原子、トリフルオロメチル基
、メチル基、エチル基、メチリデン基、エチリデン基、ビニル基、プロペニル基、メトキ
シカルボニル基、エトキシカルボニル基、フェニル基、エチルフェニル基、ベンゾイルオ
キシ基、およびシクロヘキシル基から選ばれる置換基であり、それぞれ同一であるかまた
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は異なる。Ｒ 3およびＲ 4は水素原子である。ｎは２以上の整数である。また、最も好まし
くは、一般式（ＩＩ）中、Ｒ 5およびＲ 6は、水素原子、トリフルオロメチル基、メチル基
、エチル基、メチリデン基、エチリデン基、ビニル基、プロペニル基、メトキシカルボニ
ル基、およびエトキシカルボニル基から選ばれる置換基であり、それぞれ同一であるかま
たは異なる。Ｒ 7およびＲ 8は水素原子である。ｎは２以上の整数である。また、最も好ま
しくは、一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ 9～Ｒ 1 2は、水素原子および／またはメチル基であり、
それぞれ同一であるかまたは異なる。Ｒ 1 3およびＲ 1 4は水素原子である。ｎは２以上の整
数である。
【００４０】
　上記ノルボルネン系モノマーとしては、従来公知のものから適宜、適切なものが選択さ
れ得る。具体例としては、ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エン（慣用名：ノルボ
ルネン）、およびその誘導体、例えば、５－メチル－ビシクロ［２．２．１］－へプト－
２－エン、５，５－ジメチル－ビシクロ [ ２．２．１］－へプト－２－エン、５－エチル
－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エン、５－プロピル－ビシクロ［２．２．１］
－へプト－２－エン、５－ブチル－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エン、５－メ
チリデン－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エン、５－エチリデ －ビシクロ［２
．２．１］－ヘプト－２－エン、５－ビニル－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エ
ン、５－プロペニル－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エン、５－メトキシカルボ
ニル－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エン、５－エトキシカルボニル ビシクロ
［２．２．１］－へプト－２－エン、５－メチル－５－メトキシカルボニル－ビシクロ［
２．２．１］－へプト－２－エン、５－メチル－５－エトキシカルボニル－ビシクロ［２
．２．１］－へプト－２－エン、５－フェニル－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－
エン、５－シクロヘキシル－ビシクロ［２．２．１］ へプト－２－エン、５－ベンゾイ
ルオキシ－５－メチルビシクロ［２．２．１］ へプト－２－エン、５－トリフルオロメ
チル－ビシクロ［２．２．１］ へプト－２－エン、５，６－ビス（トリフルオロメチル
）－ビシクロ［２．２．１］ へプト－２－エン、５－ベンジル－ビシ ロ［２．２．１
］－へプト－２－エン、５－トリル－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エン、５－
（エチルフェニル）－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エン、５－（イソプロピル
フェニル）－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エン、５－シアノ－ビシクロ［２．
２．１］－へプト－２－エン、ビシクロ［２，２．１］－へプト－５－エニル－２－プロ
ピオネイト、ビシクロ［２．２．１］－へプト－５－エニル－２－メチルオクタネイト、
ビシクロ［２．２．１］－へプト－５－エン－５，６－ジカルボン酸二無水物、５－ヒド
ロキシメチル－ビシクロ［２．２．１］－へプト－５－エン等、およびこれらのハロゲン
等の極性基置換体が挙げられる。
【００４１】
　また、トリシクロ［４．３．１ 2 , 5  ．０ 1 , 6  ］－デカ－３，７－ジエン（慣用名：ジシ

ロ ンタジエン）、およびその誘導体、例えば、トリシクロ［４．３．１ 2 , 5  ．０ 1 , 6  

］－デカ－３－エン、２－メチル トリシクロ［４．３．１ 2 , 5  ．０ 1 , 6  ］－デカ－３－
エン、５－メチル－トリシクロ［４．３．１ 2 , 5  ．０ 1 , 6  ］－デカ－３－エン等、および
これらのハロゲン等の極性基置換体が挙げられる。
【００４２】
　また、トリシクロ［４．４．１ 2 , 5．０ 1 , 6］－ウンデカ－３，７－ジエン、トリシクロ
「４．４．１ 2 , 5．０ 1 , 6］－ウンデカ－３，８－ジエン、およびその誘導体、例えば、ト
リシクロ［４．４．１ 2 , 5．０ 1 , 6］－ウンデカ－３－エン等、およびこれらのハロゲン等
の極性基置換体が挙げられる。
【００４３】
　また、テトラシクロ［４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０ －ドデカ－３－エン（慣用名：テ
トラシクロドデセン）、およびその誘導体、例えば、８－メチル－テトラシクロ［４．４
．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－エチル－テトラシクロ［４．４．１ 2 ,

5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－メチリデン－テトラシクロ「４．４．１ 2 , 5  
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．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－エチリデン－テトラシクロ「４．４．１ 2 , 5  ．
１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－ビニル－テトラシクロ［４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0

．０］－ドデカ－３－エン、８－プロペニル－テトラシクロ「４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．
０］－ドデカ－３－エン、８－メトキシカルボニル－テトラシクロ［４．４．１ 2 , 5  ．１
7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－エトキシカルボニル－テトラシクロ［４．４．１ 2 ,

5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－ｎ－プロポキシカルボニル－テトラシクロ［
４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－ブトキシカルボニル－テトラシ
クロ［４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－フェノキシカルボニル－
テトラシクロ［４．４．１ ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－トリフルオロメ
チル－テトラシクロ［４．４．１ ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－メチル－
８－トリフルオロメチル－テトラシクロ［４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－
エン、８－メチル－８－メトキシカルボニル－テトラシクロ［４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．
０］－ドデカ－３－エン、８－メチル－８－エトキシカルボニルテトラシクロ［４．４．
１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－メチル－８－ｎ－プロポキシカルボニル
テトラシクロ［４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－メチル－８－ブ
トキシカルボニルテトラシクロ［４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８
－メチル－８－フェノキシカルボニルテトラシクロ［４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０］－ド
デカ－３－エン等、およびこれらのハロゲン等の極性基置換体が挙げられる。上記ノルボ
ルネン系モノマーは、単独で、または２種類以上を組み合わせて用いることもできる。ま
た、上記ノルボルネン系モノマーは、任意の適切な変性を行ってから用いることもできる
。
【００４４】
　好ましくは、上記ノルボルネン系モノマーとしては、５－メチル－ビシクロ［２．２．
１］－へプト－２－エン、５－メチル－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エン、５
－メトキシカルボニル－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エン、５－メチル－５－
メトキシカルボニル－ビシクロ［２．２．１］－へプト－２－エン、５－フェニル－ビシ
クロ［２．２．１］－へプト－２－エン、トリシクロ [ ４．３．１ 2 , 5  ．０ 1 , 6   ］－デ
カ－３，７－ジエン、トリシクロ［４．３．１ 2 , 5  ．０ 1 , 6  ］－デカ－３－エン、テトラ
シクロ［４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－メチル－テトラシクロ
[ ４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、８－メトキシカルボニル－テトラ
シクロ [ ４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エン、および８－メチル－８－メ
トキシカルボニルテトラシクロ［４．４．１ 2 , 5  ．１ 7 , 1 0．０］－ドデカ－３－エンから
選ばれる少なくとも 以上のノルボルネン系モノマーが用いられる。
【００４５】
　上記α－オレフィン類としては、好ましくは炭素原子数２～２０のものであり、さらに
好ましくは２～１０のものであって、例えば、エチレン、プロピレン、１－ブテン、３－
メチル－１－ブテン、１－ペンテン、３－メチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ペン
テン、４，４－ジメチル－１－ペンテン、１－へキセン、３－メチル－１－へキセン、４
，４－ジメチル－１－へキセン、４－エチル－１－へキセン、３－エチル－１－ヘキセン
、１－オクテン、１－デセン、１－ドデセン、１－テトラデセン、１－へキサデセン、１
－エイコセンなどが挙げられる。これらのなかでも、特にエチレンが好ましい。これらの
α－オレフィン類は、１種または２種以上組み合わせて用いることができる。また、必要
に応じて、本発明の目的を損なわない範囲で、他のビニル系モノマーを共重合させること
もできる。
【００４６】
　上記シクロアルケン類としては、例えば、シクロブテン、シクロペンテン、シクロヘキ
セン、３－メチル－シクロヘキセン、３，４－ジメチル－シクロヘキセン、２－（２－メ
チルブチル）－１－シクロヘキセン、シクロヘプテン、シクロオクテン、６－ブロモ－３
－クロロ－４－メチルシクロヘキセン、３ａ，５，６，７ａ－テトラヒドロ－４，７－メ
タノ－１Ｈ－インデン等が挙げられる。これらのシクロアルケン類は、１種または２種以
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上組み合わせて用いることができる。また、必要に応じて、本発明の目的を損なわない範
囲で、他のビニル系モノマーを共重合させることもできる。
【００４７】
　非共役ジエン類としては、例えば、１，４－へキサジエン ４－メチル－１，４－へキ
サジエン、５－メチル－１，４－へキサジエン、１，７－オクタジエン等が挙げられる。
これらの非共役ジエン類は、１種または２種以上組み合わせて用いることができる。また
、必要に応じて、本発明の目的を損なわない範囲で、他のビニル系モノマーを共重合させ
ることもできる。
【００４８】
　上記ノルボルネン系モノマーの開環（共）重合体を水素添加した樹脂は、ノルボルネン
系モノマー等をメタセシス反応させて，開環（共）重合体を得、さらに、当該開環（共）
重合体を水素添加して得ることができる。例えば、（株）エヌ・ティー・エス出版「オプ
ティカルポリマー材料の開発・応用技術」第１０３頁～第１１１頁（２００３年版）に記
載の方法や、特開平１１－１１６７８０号公報の段落［００５９］～［００６０］に記載
の方法、特開２００１－３５００１７号公報の段落［００３５］～［００３７］に記載の
方法、特開２００５－００８６９８号公報の段落［００５３］に記載の方法等により製造
される。
【００４９】
　上記メタセシス反応に用いられる開環重合用の触媒としては、ルテニウム、ロジウム、
パラジウム、オスミウム、イリジウム、白金などの金属のハロゲン化物；硝酸塩またはア
セチルアセトン化合物と、還元剤とからなる重合触媒；あるいは、チタン、バナジウム、
ジルコニウム、タングステン、モリブデンなどの金属のハロゲン化物またはアセチルアセ
トン化合物と、有機アルミニウム化合物とからなる重合触媒などが挙げられる。重合温度
、圧力等の反応条件は、ノルボルネン系モノマーの種類や目的とする分子量等に応じて適
宜選択され得るが、通常、重合温度の範囲は－５０℃～１００℃が好ましく、重合圧力の
範囲は０～５０ｋｇｆ／ｃｍ 2が好ましい。
【００５０】
　上記ノルボルネン系モノマーの開環（共）重合体を水素添加した樹脂は、公知の水素化
触媒の存在下で、水素を吹き込んで行う水素添加反応によって得ることができる。水素化
触媒の具体例としては、酢酸コバルト／トリエチルアルミニウム、ニッケルアセチルアセ
トナート／トリイソブチルアルミニウム、チタノセンジクロリド／Ｎ－ブチルリチウム、
ジルコノセンジクロリド／ｓｅｃ－ブチルリチウム、テトラブトキシチタネ－ト／ジメチ
ルマグネシウム等の遷移金属化合物／アルキル金属化合物の組合せからなる均－系触媒；
ニッケル、パラジウム、白金などの不均一系金属触媒；ニッケル／シリカ、ニッケル／け
い藻土、ニッケル／アルミナ、パラジウム／カーボン、パラジウム／シリカ、パラジウム
／けい藻士、パラジウム／アルミナ等の金属触媒を担体に担持してなる不均一系固体担持
触媒などが挙げられる。
【００５１】
　上記ノルボルネン系モノマーを付加（共）重合させた樹脂は、例えば、特開昭６１－２
９２６０１号公報の実施例１に記載の方法により得ることができる。
【００５２】
　本発明に用いられるノルボルネン系樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、トルエン溶媒に
よるゲル・パーミエーション・クロマトグラフ（ＧＰＣ）法で測定した値が、好ましくは
２０，０００～４００，０００、さらに好ましくは３０，０００～３００，０００、特に
好ましくは４０，０００～２００，０００、最も好ましくは４０，０００～８０，０００
の範囲のものである。重量平均分子量が上記の範囲であれば、機械的強度に優れ、溶解性
、成形性、流延の操作性が良いものができる。
【００５３】
　前記ノルボルネン系樹脂が、ノルボルネン系モノマーの開環（共）重合体を水素添加し
て得られるものである場合、水素添加率は、耐熱劣化性、耐光劣化性の観点から、通常９
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０％以上のものが用いられる。好ましくは９５％以上であり、さらに好ましくは９９％以
上である。上記水素添加率は、当該樹脂の 1Ｈ－ＮＭＲ（５００ＭＨｚ）を測定し、パラ
フィン系水素とオレフィン系水素の、それぞれの積分強度比から求めることができる。
【００５４】
　本発明の位相差フィルムは、前記ノルボルネン系樹脂を２種類以上含む高分子フィルム
の延伸フィルムであってもよい。また、前記ノルボルネン系樹脂と他の熱可塑性樹脂とを
含む高分子フィルムの延伸フィルムであってもよい。他の熱可塑性樹脂の含有量としては
、好ましくは、該位相差フィルムの全固形分１００に対して、０（重量比）を超え５０（
重量比）以下であり、さらに好ましくは０（重量比）を超え４０（重量比）以下である。
上記の範囲とすることによって、位相差フィルムは、光弾性係数の絶対値が小さく、良好
な波長分散特性を示し、且つ、耐久性や機械的強度、透明性に優れるものを得ることがで
きる。
【００５５】
　他の熱可塑性樹脂としては、目的に応じて適宜、適切なものが選択される。具体例とし
ては、ポリオレフィン樹脂、ポリ塩化ビニル系樹脂、セルロース系樹脂、スチレン系樹脂
、アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン系樹脂、アクリロニトリル・スチレン系樹脂
、ポリメタクリル酸メチル、ポリ酢酸ビニル、ポリ塩化ビニリデン系樹脂等の汎用プラス
チック；ポリアミド系樹脂、ポリアセタール系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、変性ポリ
フェニレンエーテル系樹脂、ポリブチレンテレフタレート系樹脂、ポリエチレンテレフタ
レート系樹脂等の汎用エンジニアリングプラスチック；ポリフェニレンスルフィド系樹脂
、ポリスルホン系樹脂、ポリエーテルスルホン系樹脂、ポリエーテルエーテルケトン系樹
脂、ポリアリレート系樹脂、液晶性樹脂、ポリアミドイミド系樹脂、ポリイミド系樹脂、
ポリテトラフルオロエチレン系樹脂等のスーパーエンジニアリングプラスチック等が挙げ
られる。上記の熱可塑性樹脂は、単独で、または２種以上を組み合わせて用いられる。ま
た、上記の熱可塑性樹脂は、任意の適切なポリマー変性を行ってから用いることもできる
。上記ポリマー変性の例としては、共重合、架橋、分子末端、立体規則性等の変性が挙げ
られる。
【００５６】
　本発明の位相差フィルムが、前記ノルボルネン系樹脂と他の熱可塑性樹脂とを含む高分
子フィルムの延伸フィルムである場合、他の熱可塑性樹脂として好ましくは、スチレン系
樹脂である。上記スチレン系樹脂は、該位相差フィルムの波長分散特性や光弾性係数の絶
対値を調整する目的で使用される。なお、本明細書において、「スチレン系樹脂」とは、
スチレン系モノマーを重合させることによって得られる重合体をいう。上記スチレン系モ
ノマーとしては、スチレン、およびα－メチルスチレン、ｏ－メチルスチレン、ｐ－メチ
ルスチレン、ｐ－クロロスチレン、ｐ－ニトロスチレン、ｐ－アミノスチレン、ｐ－カル
ボキシスチレン、ｐ－フェニルスチレン、２，５－ジクロロスチレンなどが挙げられる。
【００５７】
　上記スチレン系樹脂は、上記スチレン系モノマーと２種類以上の他のモノマーとを反応
させて得られる共重合体であってもよい。その具体例としては、スチレン・マレイミド共
重合体、スチレン・無水マレイン酸共重合体、スチレン・メチルメタクリレート共重合体
などが挙げられる。上記スチレン系樹脂が、上記スチレン系モノマーと２種類以上の他の
モノマーとを反応させて得られる共重合体である場合、スチレン系モノマーの含有率は、
好ましくは５０（モル％）以上１００（モル％）未満であり、さらに好ましくは６０（モ
ル％）以上１００（モル％）未満であり、最も好ましくは７０（モル％）以上１００（モ
ル％）未満である。上記の範囲であれば、光弾性係数の絶対値が小さく、波長分散特性に
優れる位相差フィルムを得ることができる。
【００５８】
　上記スチレン系樹脂は、テトラヒドロフラン溶媒によるゲル・パーミエーション・クロ
マトグラフ（ＧＰＣ）法で測定した重量平均分子量（Ｍｗ）が好ましくは１，０００～４
００，０００、さらに好ましくは２，０００～３００，０００の範囲のものである。重量
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平均分子量が上記の範囲であれば、溶解性、成形性が良いものが得られ得る。
【００５９】
　前記ノルボルネン系樹脂を含む高分子フィルムは、一般に用いられる溶液からのキャス
ティング法や溶融押出法により得ることができる。上記高分子フィルムを形成するノルボ
ルネン系樹脂は、単独あるいは２種類以上のものを混合して用いてもよい。樹脂を混合し
て用いる場合、その混合方法については特に限定はなく、例えばキャスティング法を用い
てフィルムを作製する場合は、混合成分を所定の割合で溶媒とともに撹拌混合して均一溶
液として用いることができる。また、溶融押出法を用いてフィルムを作製する場合は、両
者を所定の割合で溶融混合して用いることができる。得られる位相差フィルムの平滑性を
高め、良好な光学均一性を得るために、溶液からのキャスティング法が好ましく用いられ
る。
【００６０】
　前記キャスティング法で用いられる溶媒としては、例えば、ベンゼン、トルエン、キシ
レン、メトキシベンゼン、１，２－ジメトキシベンゼン等の芳香族炭化水素類、クロロホ
ルム、ジクロロメタン、四塩化炭素、ジクロロエタン、テトラクロロエタン、トリクロロ
エチレン、テトラクロロエチレン、クロロベンゼン、オルソジクロロベンゼン等のハロゲ
ン化炭化水素類、フェノール、パラクロロフェノール等のフェノール類、ジエチルエーテ
ル、ジブチルエーテル、テトラヒドロフラン、アニソール、 のエーテル類、
アセトン、メチルイソブチルケトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、シクロペ
ンタノン、２－ペンタノン、３－ペンタノン、２－ヘキサノン、３－ヘキサノン、２－ヘ
プタノン、３－ヘプタノン、４－ヘプタノン、２，６－ジメチル－４－ヘプタノン、２－
ピロリドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン等のケトン類、ｎ－ブタノールや２－ブタノー
ル、シクロヘキサノール、イソプロピルアルコール、ｔ－ブチルアルコールやグリセリン
、エチレングリコール、トリエチレングリコール、エチレングリコールモノメチルエーテ
ル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、プロピレングリコール、ジプロピレングリ
コール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール等のアルコール類、ジメチルホルムアミ
ド、ジメチルアセトアミド等のアミド類、アセトニトリル、ブチロニトリル等のニトリル
類、メチルセロソルブ、酢酸メチルセロソルブ等のセロソルブ類、酢酸エチル、酢酸ブチ
ル、乳酸メチル等のエステル類、その他、塩化メチレン、二硫化炭素、エチルセロソルブ
、ブチルセロソルブなども前記溶媒の例として挙げられるがこれらに限定されない。
【００６１】
　前記溶媒としては、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、クロロベンゼン、トリメチ
ルベンゼン、ジエチルベンゼン、イソプロピルベンゼン、クロロベンゼン等が好適である
。溶解性とドープの安定性が良好である点から、より好ましくはキシレン、エチルベンゼ
ン、クロロベンゼンが用いられる。これらは、単独あるいは２種以上を混合して用いるこ
ともできる。
【００６２】
　前記キャスティング法で用いられる溶液の全固形分濃度は、樹脂の溶解性、塗工粘度、
基材上へのぬれ性、塗布後の厚みなどによって異なるが、平滑性の高い高分子フィルムを
得るためには、溶媒１００重量部に対して固形分を２～１００重量部、更に、４～５０重
量部、特に５～３０重量部溶解させたものが好ましい。
【００６３】
　前記高分子フィルムには、本発明の目的を損なわない範囲で、残存溶媒、安定剤、可塑
剤、老化防止剤、帯電防止剤、紫外線吸収剤など、その他の成分を必要に応じて含有させ
ることができる。また、表面粗さを小さくするため、レベリング剤を添加することもでき
る。
【００６４】
　前記レベリング剤としては、例えば、フッ素系ノニオン界面活性剤、特殊アクリル樹脂
系レベリング剤、シリコーン系レベリング剤など塗料用レベリング剤を用いることができ
るが、これらの中でも溶媒との相溶性の良いものが好ましい。添加量は、ノルボルネン系
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樹脂の固形分１００重量部に対して０．００５重量部以下が好ましく、０．０００１～０
．００５重量部がより好ましい。さらに好ましくは０．０００５～０．００３重量部であ
る。
【００６５】
　前記高分子フィルムの厚みの範囲は、設計する位相差値や延伸性、位相差値の生じやす
さ等に応じて選択できるが、１０～５００μｍのものが好ましく用いられる。より好まし
くは、２０～３００μｍである。上記の範囲であれば、フィルムの十分な自己支持性が得
られ、広範囲の位相差値を得ることができる。
【００６６】
　前記高分子フィルムの光透過率は、波長５９０ｎｍにおいて８０％以上であることが好
ましい。より好ましくは、８５％以上である。特に好ましくは、９０％以上である。得ら
れる位相差フィルムについても同様の光透過率を有するものが好ましい。
【００６７】
　前記高分子フィルムのガラス転移温度（Ｔｇ）は、特に制限はないが、１１０～１８５
℃であることが好ましい。Ｔｇが１１０℃以上であれば、耐久性の高いフィルムが得やす
くなり、１８５℃以下の温度であれば延伸によってフィルム面内及び厚み方向の位相差値
を制御しやすい。より好ましくは１２０～１７０℃である。特に好ましくは、１３５～１
６０℃である。ガラス転移温度（Ｔｇ）は、ＪＩＳ　Ｋ　７１２１に準じたＤＳＣ法によ
り求めた値である。
【００６８】
　本発明の 位相差フィルムは、前記ノルボルネン系樹脂を含む高分子
フィルムの延伸フィルムであって、下記式（１）及び式（２）を満足する。
１００ｎｍ≦（ｎｘ－ｎｙ）・ｄ≦３５０ｎｍ　・・・（１）
０．１≦（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）≦ 　・・・（２）
［ただし、フィルムの遅相軸方向、進相軸方向及び厚さ方向の屈折率をそれぞれｎｘ、ｎ
ｙ、ｎｚとし、ｄ（ｎｍ）はフィルムの厚みとする。遅相軸方向は、フィルム面内の屈折
率の最大となる方向とする。］。
 
【００６９】
　また前記位相差フィルムの厚みの範囲は、 ～５００μｍのものが好ましく用いられ
る。より好ましくは、２０～３００μｍである。上記の範囲であれば、フィルムの十分な
自己支持性が得られ、広範囲の位相差値を得ることができる。
 
【００７０】
　前記式（１）は、波長５９０ｎｍの光に対するフィルム面内の位相差値：Ｒｅ（５９０
）の範囲を示すものであり、Ｒｅ（５９０）＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ、である。すなわち、
本発明の位相差フィルムは、１００ｎｍ≦Ｒｅ（５９０）≦３５０ｎｍ、を満足するもの
である。
【００７１】
　位相差フィルムがλ／２板として用いられる場合、好ましいＲｅ（５９０）としては、
２００ｎｍ＜Ｒｅ（５９０）≦３５０ｎｍである。更に好ましくは、２４０ｎｍ≦Ｒｅ（
５９０）≦３００ｎｍである。特に好ましくは、２６０ｎｍ≦Ｒｅ（５９０）≦２８０ｎ
ｍである。最も好ましくは、２６５ｎｍ≦Ｒｅ（５９０）≦２７５ｎｍである。上記Ｒｅ
（５９０）の値を、測定波長の約１／２とすることによって、液晶表示装置の表示特性を
より一層改善することができる。
【００７２】
　位相差フィルムがλ／２板として用いられる場合、その厚みの範囲は８０～１６０μｍ
のものが好ましく用いられる。より好ましくは８５～１４５μｍ、さらに好ましくは９５
～１３５μｍである。
【００７３】
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　位相差フィルムがλ／４板として用いられる場合、好ましいＲｅ（５９０）としては、
１００ｎｍ＜Ｒｅ（５９０）≦２００ｎｍである。更に好ましくは、１２０ｎｍ≦Ｒｅ（
５９０）≦１６０ｎｍである。特に好ましくは、１３０ｎｍ≦Ｒｅ（５９０）≦１５０ｎ
ｍである。最も好ましくは、１３５ｎｍ≦Ｒｅ（５９０）≦１４５ｎｍである。上記Ｒｅ
（５９０）の値を、測定波長の約１／４とすることによって、液晶表示装置の表示特性を
より一層改善することができる。
【００７４】
　位相差フィルムがλ／４板として用いられる場合、その厚みの範囲は２５～７５μｍの
ものが好ましく用いられる。より好ましくは３５～６５μｍである。
【００７５】
　また前記位相差フィルムは、波長５９０ｎｍの光に対する厚み方向の位相差値：Ｒｔｈ
（５９０）が、３５ｎｍ≦Ｒｔｈ（５９０）≦１９０ｎｍであることが好ましい。厚み方
向の位相差値：Ｒｔｈ（５９０）は、Ｒｔｈ（５９０）＝（ｎｘ－ｎｚ）×ｄ、である。
【００７６】
　位相差フィルムがλ／２板として用いられる場合、好ましいＲｔｈ（５９０）としては
、９０ｎｍ≦Ｒｅ（５９０）≦１９０ｎｍである。更に好ましくは、１００ｎｍ≦Ｒｅ（
５９０）≦１６５ｎｍ、特に好ましくは、１２０ｎｍ≦Ｒｅ（５９０）≦１５５ｎｍであ
る。
【００７７】
　前記位相差フィルムがλ／４板として用いられる場合、好ましいＲｔｈ（５９０）とし
ては、４５ｎｍ≦Ｒｅ（５９０）≦１１０ｎｍである。更に好ましくは、５０ｎｍ≦Ｒｅ
（５９０）≦８５ｎｍ、特に好ましくは、６０ｎｍ≦Ｒｅ（５９０）≦８０ｎｍである。
【００７８】
　Ｒｔｈの算出方法は、位相差値、遅相軸の角度（配向角）、屈折率を、例えば、王子計
測機器（株）製の商品名「ＫＯＢＲＡ２１－ＡＤＨ」を用いて測定した結果から求めるこ
とができる。フィルム面内の位相差値（Ｒｅ）、遅相軸を傾斜軸として４０度傾斜させて
測定した位相差値（Ｒ４０）、位相差フィルムの厚み（ｄ）及び位相差フィルムの平均屈
折率（ｎ０）を用いて、以下の式（ｉ）～（ｉｉｉ）からコンピュータ数値計算によりｎ
ｘ、ｎｙ及びｎｚを求め、次いで式（ｉｖ）によりＲｔｈを計算した。ここで、φ及びｎ
ｙ’はそれぞれ以下の式（ｖ）及び（ｖｉ）で示される。
【００７９】
　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ　　　　　　　　　　・・・（ｉ）
　Ｒ４０＝（ｎｘ－ｎｙ’）×ｄ／ｃｏｓ（φ）　　・・・（ｉｉ）
　（ｎｘ＋ｎｙ＋ｎｚ）／３＝ｎ０　　　　　　　・・・（ｉｉｉ）
　Ｒｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）×ｄ　　　　　　　　　・・・（ｉｖ）
　φ＝ｓｉｎ - 1 [ｓｉｎ（４０°）／ｎ０ ]　　  ・・・（ｖ）
　ｎｙ’＝ｎｙ×ｎｚ [ｎｙ 2×ｓｉｎ 2（φ）＋ｎｚ 2×ｃｏｓ 2（φ） ]1 / 2　・・・（ｖ
ｉ）
【００８０】
　また、前記位相差フィルムにおいて、前記式（２）で表すように、波長５９０ｎｍの光
で測定した厚み方向の位相差値：Ｒｔｈ（５９０）と、フィルム面内の位相差値：Ｒｅ（
５９０）との比（Ｎｚ係数ともいう）は、０．１≦Ｎｚ≦ である。
Ｎｚは、Ｎｚ＝Ｒｔｈ／Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）、である。
Ｎｚは、より好ましくは、

特に好ましくは、０．４≦Ｎｚ≦０．６である。最も好ましくは、０．
４５≦Ｎｚ≦０．５５である。上記位相差フィルムのＮｚ係数の値を０．５とすることに
より、角度によらず位相差値がほぼ一定の特性を達成することができ、液晶表示装置の表
示特性をより一層改善することができる。
 
【００８１】
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０．９

０．２≦Ｎｚ≦０．８である。更に好ましくは、０．３≦Ｎｚ
≦０．７である。



　一般的に光学フィルムは、外力を加えて内部に応力を起こさせると、一時的に光学的異
方性を呈し、複屈折を示すようになる。これを光弾性効果という。その指標として用いら
れる光弾性係数は、絶対値が小さいほうが、光学均一性に優れ、歪による位相差ムラなど
が生じにくいため好ましい。上記光弾性係数の絶対値は、例えば、日本分光株式会社製の
製品名：分光エリプソメーター「Ｍ－２２０」を用いて、２ｃｍ×１０ｃｍの試験片に２
３℃で応力をかけながら、フィルム面内の位相差値を測定し、位相差値と応力の関数の傾
きから算出することができる。
【００８２】
　前記位相差フィルムの前記光弾性係数の絶対値は、波長５９０ｎｍで測定した値の絶対
値：Ｃ値（ｍ 2／Ｎ）が、１．０×１０ - 1 2≦Ｃ≦１２．０×１０ - 1 2の範囲に

より好ましくは、１．０×１０ - 1 2≦Ｃ≦９．０×１０ - 1 2、さらに
好ましくは、１．５×１０ - 1 2≦Ｃ≦７．０×１０ - 1 2である。特に好ましくは、２．０×
１０ - 1 2≦Ｃ≦６．０×１０ - 1 2である。上記の範囲であれば、偏光子の収縮応力やバック
ライトの熱による位相差値のズレやムラが生じにくく、ｎｘ＞ｎｚ＞ｎｙの関係を有する
位相差フィルムを得ることができる。
 
【００８３】
　また本発明の前記位相差フィルムの波長分散特性としては、下記式（５）：
Ｄ（Ｒｅ）＝Ｒｅ（４８０）／Ｒｅ（５９０）　・・・（５）
［ただし、Ｒｅ（４８０）、Ｒｅ（５９０）は、それぞれ波長４８０ｎｍ、５９０ｎｍの
光に対するフィルム面内の位相差値である。］で算出されるＤ（Ｒｅ）値が、０．８０≦
Ｄ（Ｒｅ）≦１．２０の範囲にあるものが好ましく用いられる。Ｄ（Ｒｅ）値の範囲とし
ては、０．９０≦Ｄ（Ｒｅ）≦１．１０、が好ましく、更に好ましくは、０．９５≦Ｄ（
Ｒｅ）≦１．０５である。上記Ｄ（Ｒｅ）値は、上記の範囲で小さいほど、可視光の広い
領域で位相差値が一定になるため、液晶パネルのコントラスト比とカラーシフトを改善す
ることができる。
【００８４】
　前記位相差フィルムの遅相軸の角度（配向角ともいう）は、バラツキが大きいと、偏光
子又は偏光板に積層した場合に偏光度の低下されるため、上記配向角のバラツキは小さけ
れば小さいほど良い。好ましくは、フィルム幅方向で等間隔に設けた５点の測定箇所にお
ける配向角のバラツキの範囲が、±２°～±１°であるものが好ましく用いられる。更に
好ましくは、±１°～±０．５°である。
【００８５】
　次に本発明の位相差フィルムの製造方法について説明する。本発明の位相差フィルムの
製造方法は、ノルボルネン系樹脂を含む高分子フィルムの片面又は両面に収縮性フィルム
を貼り合わせて、加熱延伸することにより行う。
【００８６】
　本発明の位相差フィルムの製造方法の一例について、図１４を参照して説明する。図１
４は、本発明の位相差フィルムの代表的な製造工程の概念を示す模式図である。例えば、
ノルボルネン系樹脂を含む高分子フィルム４０２は、第１の繰り出し部４０１から繰り出
され、ラミネートロール４０７、４０８により、当該高分子フィルム４０２の両面に、第
２の繰り出し部４０３から繰り出された粘着剤層を備える収縮性フィルム４０４と、第３
の繰り出し部４０５から繰り出された粘着剤層を備える収縮性フィルム４０６とが貼着さ
れる。高分子フィルム４０２の両面に収縮性フィルムが貼着された積層体は、乾燥手段４
０９によって一定温度に保持されながら、速比の異なるロール４１０、４１１、４１２、
および４１３でフィルムの長手方向の張力を付与され（同時に収縮性フィルムによって、
厚み方向への張力を付与される）ながら、延伸処理に供される。延伸処理されたフィルム
４１８は、第１の巻き取り部４１４および第２の巻き取り部４１６にて、収縮性フィルム
４１５、４１７が粘着剤層と共に剥離され、得られた位相差フィルム４１８は、第３の巻
き取り部４１９で巻き取られる。
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【００８７】
　前記高分子フィルムは、前記の通り、厚み１０～５００μｍのものが好ましく用いられ
るが、設計する位相差値に応じて厚さを選択するのが好ましい。位相差フィルムがλ／２
板として用いられる場合、その厚みの範囲は７０～１５０μｍのものが好ましく、さらに
好ましくは７０～１３０μｍ、特に好ましくは８０～１２０μｍである。位相差フィルム
がλ／４板として用いられる場合、その厚みの範囲は２０～６０μｍのものが好ましく用
いられる。より好ましくは３０～５０μｍである。
【００８８】
　収縮性フィルムは、加熱延伸時に延伸方向と直交する方向の収縮力を付与するために用
いられる。上記収縮性フィルムに用いられる材料としては、ポリエステル、ポリスチレン
、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデン等が挙げられる
が、これに限定されない。収縮均－性、耐熱性が優れる点から、ポリプロピレンフィルム
が好ましく用いられる。
【００８９】
　また、上記収縮性フィルムは、好ましくは、二軸延伸フィルムおよび一軸延伸フィルム
等の延伸フィルムである。上記収縮性フィルムは、例えば、押出法によりシート状に成形
された未延伸フィルムを同時二軸延伸機等で所定の倍率に縦および／または横方向に延伸
して得ることができる。なお、成形および延伸条件は、用いる樹脂の組成や種類や目的に
応じて、適宜選択され得る。収縮均－性、耐熱性が優れる点から、二軸延伸ポリプロピレ
ンフィルムが、特に好ましく用いられる。
【００９０】
　前記収縮性フィルムは、１４０℃におけるフィルム長手方向の収縮率：Ｓ 1 4 0（ＭＤ）
が、４～２０％であり、且つ、幅方向の収縮率：Ｓ 1 4 0（ＴＤ）が４～３０％であるもの

。更に好ましくは、Ｓ 1 4 0（ＭＤ）が５～１０％、Ｓ 1 4 0（ＴＤ）が７～２５％であ
る。特に好ましくは、Ｓ 1 4 0（ＭＤ）が６～１０％、Ｓ 1 4 0（ＴＤ）が１０～２５％である
。最も好ましくは、Ｓ 1 4 0（ＭＤ）が６～８％、Ｓ 1 4 0（ＴＤ）が１０～２０％である。な
お、上記の収縮率は、実施例に記載の方法により求めることができる。
 
【００９１】
　また、前記収縮性フィルムは、１６０℃におけるフィルム長手方向の収縮率：Ｓ 1 6 0（
ＭＤ）が、１０～３０％であり、且つ、幅方向の収縮率：Ｓ 1 6 0（ＴＤ）が３２～６５％
であるものが好ましい。更に好ましくは、Ｓ 1 6 0（ＭＤ）が１３～２５％、Ｓ 1 6 0（ＴＤ）
が３４～６０％である。特に好ましくは、Ｓ 1 6 0（ＭＤ）が１５～２３％、Ｓ 1 6 0（ＴＤ）
が３８～５８％である。最も好ましくは、Ｓ 1 6 0（ＭＤ）が１７～２１％、Ｓ 1 6 0（ＴＤ）
が４０～５２％である。なお、上記の収縮率は、実施例に記載の方法により求めることが
できる。
【００９２】
　前記収縮性フィルムは、１４０℃における幅方向の収縮率と長手方向の収縮率の差：△
Ｓ 1 4 0＝Ｓ 1 4 0（ＴＤ）－Ｓ 1 4 0（ＭＤ）が、０．５％≦△Ｓ 1 4 0≦１０％の範囲にあるもの
で 。より好ましくは１％≦△Ｓ 1 4 0≦１０％である。更に好ましくは２％≦△Ｓ 1 4 0≦
１０％である。特に好ましくは４％≦△Ｓ 1 4 0≦１０％である。最も好ましくは６％≦△
Ｓ 1 4 0≦１０％である。ＭＤ方向の収縮率が大きいと、延伸張力に加え、上記収縮性フィ
ルムの収縮力が延伸機に加わり均一な延伸が困難となる。上記の範囲であれば、延伸機等
の設備に過度の負荷をかけることなく、均一な延伸を行なうことができる。
【００９３】
　また、前記収縮性フィルムは、１６０℃における幅方向の収縮率と長手方向の収縮率の
差：△Ｓ 1 6 0  ＝Ｓ 1 6 0（ＴＤ）－Ｓ 1 6 0（ＭＤ）が、５％≦△Ｓ 1 6 0≦５０％の範囲にある
ものが好ましい。より好ましくは１０％≦△Ｓ 1 6 0≦４５％である。更に好ましくは１８
％≦△Ｓ ≦４０％である。特に好ましくは２０％≦△Ｓ 1 6 0≦３５％である。最も好ま
しくは２５％≦△Ｓ 1 6 0≦３５％である。ＭＤ方向の収縮率が大きいと、延伸張力に加え
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、上記収縮性フィルムの収縮力が延伸機に加わり均一な延伸が困難となる。上記の範囲で
あれば、延伸機等の設備に過度の負荷をかけることなく、均一な延伸を行なうことができ
る。
【００９４】
　前記収縮性フィルムは、１４０℃における幅方向の収縮応力Ｔ 1 4 0（ＴＤ）が、０．２
～１．２Ｎ／２ｍｍの範囲にあるものが好ましい。更に好ましくは、上記Ｔ 1 4 0（ＴＤ）
が０．３５～１．１Ｎ／２ｍｍであり、特に好ましくは０．４～１Ｎ／２ｍｍであり、最
も好ましくは０．６～０．９Ｎ／２ｍｍである。
【００９５】
　また、前記収縮性フィルムは、１５０℃における幅方向の収縮応力Ｔ 1 5 0（ＴＤ））が
、０．３～１．３Ｎ／２ｍｍの範囲にあるものが好ましい。更に好ましくは、上記Ｔ 1 5 0

（ＴＤ）が０．４～１．２／２ｍｍであり、特に好ましくは０．５～１．１Ｎ／２ｍｍで
あり、最も好ましくは０．７～１Ｎ／２ｍｍである。上記の範囲であれば、目的とする位
相差値が得られ、且つ、均一な延伸を行なうことができる。
【００９６】
　前記収縮性フィルムの好ましい厚みの範囲は、上記収縮率や、設計する位相差値等に応
じて選択できるが、例えば１０～５００μｍが好ましく、更に好ましくは、２０～３００
μｍである。特に好ましくは、３０～１００μｍである。最も好ましくは、４０～８０μ
ｍである。上記の範囲内であれば、十分な収縮率が得られ、良好な光学均一性を有する位
相差フィルムを作製することができる。
【００９７】
　前記収縮性フィルムとしては、本発明の目的を満足するものであれば、一般包装用、食
品包装用、パレット包装用、収縮ラベル用、キャップシール用、および電気絶縁用等の用
途に使用される市販の収縮性フィルムも適宜、選択して用いることができる。これら市販
の収縮性フィルムは、そのまま用いてもよく、延伸処理や収縮処理などの２次加工を施し
てから用いてもよい。市販の収縮性フィルムの具体例としては、王子製紙（株）製の商品
名「アルファンシリーズ」、グンゼ（株）製の商品名「ファンシートップシリーズ」、東
レ（株）製の商品名「トレファンシリーズ」、サン・トックス（株）の商品名「サントッ
クス－ＯＰシリーズ」、東セロ（株）の商品名「トーセロＯＰシリーズ」等が挙げられる
。
【００９８】
　前記収縮性フィルムを前記高分子フィルムへ貼り合わせる方法は、上記収縮性フィルム
の収縮方向が少なくとも延伸方向と直交する方向の成分を含むように行われる。すなわち
、上記収縮性フィルムの収縮力の全部又は一部が上記高分子フィルムの延伸方向と直交す
る方向に作用するように行われる。従って、上記収縮性フィルムの収縮方向が上記高分子
フィルムの延伸方向と斜交していても良く、完全に直交する方向にある必要はない。
【００９９】
　前記収縮性フィルムの貼り合わせ方法としては、特に制限はないが、前記高分子フィル
ムと上記収縮性フィルムとの間に粘着剤層を設けて接着する方法が、生産性に優れる点か
ら好ましい。上記粘着剤層は、上記高分子フィルム又は上記収縮性フィルムの一方又は両
方に形成することができる。通常、前記収縮性フィルムは、前記位相差フィルムを作製し
た後に剥離されるので、上記粘着剤としては、加熱延伸工程では接着性と耐熱性に優れ、
その後の剥離工程では、容易に剥離できて、上記位相差フィルムの表面に粘着剤が残存し
ないものが好ましい。剥離性に優れる点で、上記粘着剤層は、上記収縮性フィルムに設け
るほうが好ましい。
【０１００】
　前記粘着剤層を形成する粘着剤としては、アクリル系、合成ゴム系、ゴム系、シリコー
ン系等が用いられる。接着性、耐熱性、剥離性に優れる点から、アクリル系ポリマーをベ
ースポリマーとするアクリル系粘着剤が好ましい。アクリル系ポリマーのＧＰＣ法によっ
て算出される重量平均分子量（Ｍｗ）がＧＰＣ法で測定されるポリスチレン換算で３０，
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０００～２，５００，０００のものが好ましい。
【０１０１】
　前記アクリル系ポリマーに使用されるモノマーとしては、各種（メタ）アクリル酸アル
キルを使用できる。たとえば、（メタ）アクリル酸アルキルエステル（例えば、メチルエ
ステル、エチルエステル、プロピルエステル、ブチルエステル、２－エチルヘキシルエス
テル、イソオクチルエステル、イソノニルエステル、イソデシルエステル、ドデシルエス
テル、ラウリルエステル、トリデシルエステル、ペンタデシルエステル、ヘキサデシルエ
ステル、ヘプタデシルエステル、オクタデシルエステル、ノナデシルエステル、エイコシ
ルエステル等の炭素数１～２０アルキルエステル）を例示でき、これらを単独もしくは組
み合わせて使用できる。
【０１０２】
　また、得られるアクリル系ポリマーに極性を付与するために前記（メタ）アクリル酸ア
ルキルエステルとともに、（メタ）アクリル酸、イタコン酸等のカルボキシル基含有単量
体；（メタ）アクリル酸ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシプロピル等の
ヒドロキシル基含有単量体；Ｎ－メチロールアクリルアミド等のアミド基含有単量体；（
メタ）アクリロニトリル等のシアノ基含有単量体；（メタ）アクリル酸グリシジル等のエ
ポキシ基含有単量体；酢酸ビニル等のビニルエステル類；スチレン、α－メチルスチレン
等のスチレン系単量体などを共重合モノマーとして用いることができる。
【０１０３】
　  なお、前記アクリル系ポリマーの重合法は特に制限されず、溶液重合、乳化重合、懸
濁重合、ＵＶ重合などの公知の重合法を採用できる。
【０１０４】
　また、前記粘着剤には、架橋剤を含有することができる。架橋剤としては、ポリイソシ
アネート化合物、ポリアミン化合物、メラミン樹脂、尿素樹脂、エポキシ樹脂等があげら
れる。さらに前記粘着剤には、必要に応じて、粘着付与剤、可塑剤、充填剤、酸化防止剤
、紫外線吸収剤、シランカップリング剤等を適宜に使用することもできる。
【０１０５】
　前記粘着剤層を形成する方法は、特に制限されず、離型フィルムに粘着剤を塗布し、乾
燥後、前記高分子フィルムに転写する方法（転写法）、前記高分子フィルムに、直接、粘
着剤を塗布、乾燥する方法（直写法）等が挙げられる。
【０１０６】
　前記粘着剤層の好ましい厚みの範囲としては、特に制限はないが、粘着力や前記位相差
フィルムの表面状態に応じて適宜決定される。例えば１～１００μｍが好ましく、更に好
ましくは、５～５０μｍである。特に好ましくは、１０～３０μｍである。上記の範囲内
であれば、十分な収縮率が得られ、良好な光学均一性を有する位相差フィルムを作製する
ことができる。上記粘着剤層は、異なる組成のもの又は種類の異なるものを積層して用い
ることもできる。また、上記粘着剤層は、必要に応じて、接着力の制御を目的に粘着性付
与樹脂の如き天然物や合成物の樹脂類、酸化防止剤などの適宜な添加剤を配合することが
できる。
【０１０７】
　前記粘着剤層の露出面に対しては、実用に供するまでの間、その汚染防止等を目的に剥
離紙又は離型フィルム（セパレータともいう）が仮着されてカバーされる。これにより、
通例の取扱状態で粘着剤層に接触することを防止できる。上記セパレータとしては、例え
ばプラスチックフィルム、ゴムシート、紙、布、不織布、ネット、発泡シートや金属箔、
それらのラミネート体等の適宜な薄葉体を、必要に応じシリコーン系や長 アルキル系、
フッ素系や硫化モリブデン等の適宜な剥離剤でコート処理したものなどの、従来に準じた
適宜なものを用いることができる。
【０１０８】
　上記高分子フィルムと粘着剤層との界面における２３℃の接着力は、特に制限はないが
、０．１～１０Ｎ／５０ｍｍであることが好ましい。より好ましくは、０．１～５Ｎ／５
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０ｍｍである。特に好ましくは、０．２～３Ｎ／５０ｍｍである。上記接着力は、前記収
縮性フィルムを、上記高分子フィルムに、ＪＩＳ　Ｚ　０２３７に準じた手動ローラで３
往復して圧着したものを接着力測定用サンプルとし、該サンプルをオートクレーブ処理（
５０℃、１５分、５ｋｇ／ｃｍ 2）した後、ＪＩＳ　Ｂ　７７２１に準じた装置により、
ＪＩＳ　Ｚ　０２３７に準じた９０度引きはなし法（引き上げ速度：３００ｍｍ／ｍｉｎ
）で測定することができる。上記接着力の達成は、例えば上記高分子フィルムの粘着剤層
が設けられる側の表面にコロナ処理やプラズマ処理等の適宜な表面処理を施して粘着剤層
との接着力を制御する方式、上記高分子フィルムと上記収縮性フィルムを接着した状態で
加熱処理やオートクレーブ処理等の適宜な処理を施して接着力を制御する方式等の適宜な
方式の１種又は２種以上を行うことができる。
【０１０９】
　前記収縮性フィルムは、設計する収縮力等に応じて前記高分子フィルムの片面又は両面
に１枚又は２枚以上の適宜な数を接着することができるが、両面に接着する場合や片面に
複数枚を接着する場合には、その表裏や上下における収縮性フィルムの収縮率は、同じも
のであってもよいし、異なるものであってもよい。
【０１１０】
　本発明の前記加熱延伸する方法としては、特に制限はなく、前記高分子フィルムの延伸
方向への張力と、上記延伸方向と直交する方向への収縮力とが付与することができる方法
であれば、従来公知の延伸処理法を用いることができる。例えば、縦一軸延伸法、横一軸
延伸法、縦横同時二軸延伸法、縦横逐次二軸延伸法等が挙げられる。上記延伸処理法は、
例えば、ロール延伸機、テンターや二軸延伸機等の適宜な延伸機を用いて行うことができ
る。また、上記加熱延伸は、２回又は３回以上の工程に分けて行うこともできる。前記高
分子フィルムを延伸する方向は、フィルム長手方向（ＭＤ方向）であっても良いし、幅方
向（ＴＤ方向）であっても良い。また、特開２００３－２６２７２１公報の図１に記載の
延伸法を用いて、斜め方向とすることもできる。
【０１１１】
　前記位相差フィルムの加熱延伸する温度（延伸温度ともいう）は、前記高分子フィルム
のガラス転移温度（Ｔｇ）以上で行うことが、上記位相差フィルムの位相差値が均一にな
り易く、また、フィルムが結晶化（白濁）しにくいなどの点より好ましい。上記延伸温度
は好ましくは、前記高分子フィルムのＴｇ＋１℃～Ｔｇ＋３０℃である。より好ましくは
、Ｔｇ＋２℃～Ｔｇ＋２０℃である。更に好ましくは、Ｔｇ＋３℃～Ｔｇ＋１５℃である
。特に好ましくは、Ｔｇ＋５℃～Ｔｇ＋１０℃である。延伸温度が上記の範囲であれば、
均一な加熱延伸を行うことができる。また、上記延伸温度は、フィルム幅方向で一定であ
ることが、位相差値のバラツキが小さい良好な光学均一性を有する位相差フィルムを作製
することができる。
【０１１２】
　前記延伸温度を一定に保持する具体的な方法については、特に制限はないが、熱風又は
冷風、マイクロ波もしくは遠赤外線などを利用したヒーター、温度調節用に加熱又は冷却
されたロール、ヒートパイプロール又は金属ベルトなどを用いた公知の加熱又は冷却方法
や温度制御方法を挙げることができる。
【０１１３】
　前記延伸温度は、ばらつきが大きいと、延伸ムラが大きくなり、最終的に得られた位相
差フィルムの位相差値のばらつきを招く。従って、フィルム幅方向の温度ばらつきは、小
さければ小さいほど好ましく、より好ましくは面内方向の温度ばらつきを±１℃ 範
囲内とすることが望ましい。
【０１１４】
　前記加熱延伸時の延伸倍率は、用いる高分子フィルム、揮発性成分等の種類、揮発性成
分等の残留量、設計する位相差値等から決められるものであって、特に限定されるもので
はないが、例えば、１．０５～３倍が好ましく用いられる。より好ましくは、１．１～２
．５倍である。特に好ましくは、１．１～２倍である。最も好ましくは、１．２～１．８
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倍である。また、延伸時の送り速度は、特に制限はないが、延伸装置の機械精度、安定性
等から好ましくは０．５ｍ／分以上、より好ましくは１ｍ／分以上である。
【０１１５】
　本発明の位相差フィルムは、所定の面内の位相差値：Ｒｅとなるように位相差値が設計
されたもの、たとえば、λ／２板、λ／４板等として用いられる。本発明の位相差フィル
ムは１枚を用いてもよく、２枚以上を任意の角度で積層したものを用いることができる。
また、本発明の位相差フィルムは、他の位相差フィルムを組み合わせたものを用いること
ができる。他の位相差フィルムと組み合わせる場合においても、本発明の位相差フィルム
は１枚または２枚以上を用いることができる。他の位相差フィルムも１枚または２枚以上
を用いることができる。位相差フィルムの積層は、粘着剤や接着剤等により、積層するこ
とができる。
【０１１６】
　上記他の位相差フィルムの材料としては、例えば、ポリエチレンテレフタレートやポリ
エチレンナフタレート等のポリエステル系樹脂、ジアセチルセルロースやトリアセチルセ
ルロース等のセルロース系樹脂、ポリメチルメタクリレート等のアクリル系樹脂、ポリス
チレンやアクリロニトリル・スチレン共重合体、スチレン樹脂、アクリロニトリル・スチ
レン樹脂、アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン樹脂、アクリロニトリル・エチレン
・スチレン樹脂、スチレン・マレイミド共重合体、スチレン・無水マレイン酸共重合体等
のスチレン系樹脂、ポリカーボネート系樹脂等が挙げられる。また、シクロ系オレフィン
樹脂、ノルボルネン系樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン・プロピレン共重
合体等のポリオレフィン系樹脂、塩化ビニル系樹脂、ナイロンや芳香族ポリアミド等のア
ミド系樹脂、芳香族ポリイミドやポリイミドアミド等のイミド系樹脂、スルホン系樹脂、
ポリエーテルスルホン系樹脂、ポリエーテルエーテルケトン系樹脂、ポリフェニレンスル
フィド系樹脂、ビニルアルコール系樹脂、塩化ビニリデン系樹脂、ビニルブチラール系樹
脂、アリレート系樹脂、ポリオキシメチレン系樹脂、エポキシ系樹脂、又は前記樹脂のブ
レンド物等からなる高分子フィルムに複屈折特性を付与したフィルムや、基材上に液晶性
化合物を含む混合溶液を塗工し、硬化したフィルムが挙げられる。上記複屈折特性は、該
高分子フィルムの製膜時に自発的に発生する場合もあるし、該高分子フィルムを一軸又は
二軸に延伸することによって付与することもできる。
【０１１７】
　前記他の位相差フィルムの複屈折特性は、特に制限はないが、例えば、ＩＰＳモード、
ＶＡモード及びＯＣＢモードの液晶表示装置に用いる場合は、Ｒｅ（５９０）＝８０～１
４０ｎｍ（Ｒｔｈ（５９０）／Ｒｅ（５９０）＝０．９～１．３）の一軸性位相差フィル
ム、Ｒｅ（５９０）＝０～５ｎｍであってＲｔｈ（５９０）＝９０～４００ｎｍである負
の一軸性位相差フィルム、基板法線から光軸が１０～８０°に傾斜した一軸性傾斜配向位
相差フィルムの他、Ｒｅ（５９０）＝３０～６０ｎｍ（Ｒｔｈ（５９０）／Ｒｅ（５９０
）＝２．０～６．０）の二軸性位相差フィルム、Ｒｅ（５９０）＝１００～３００ｎｍ（
Ｒｔｈ（５９０）／Ｒｅ（５９０）＝０．２～０．８）の二軸性位相差フィルムや、ディ
スコチック液晶分子又は棒状液晶分子が基板法線に対して徐々に傾斜したハイブリッド配
向位相差フィルムが好ましく用いられる。上記の一軸性位相差フィルムや二軸性位相差フ
ィルムは、本発明の光学フィルムと併用することで、液晶表示装置のより一層の視野角特
性向上が期待できる。
【０１１８】
　本発明の位相差フィルムは、偏光子又は偏光板の少なくとも片側に積層された光学フィ
ルムとして用いることができる。偏光板は、通常、偏光子の片側または両側に透明保護フ
ィルムを有するものである。偏光子の両面に透明保護フィルムを設ける場合は、表裏の透
明保護フィルムは、同じ材料であっても良いし、異なる材料であってもよい。偏光板は、
通常、液晶セルの両側に配置され、２枚の偏光板は吸収軸が互いに直交するように配置さ
れる。本発明の位相差フィルムは、接着剤や粘着剤などを用いて偏光子又は偏光板と積層
することができる。
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【０１１９】
　前記光学フィルムは、上記位相差フィルムの遅相軸が偏光子の吸収軸と平行又は直交に
なるように積層したものが好ましく用いられる。上記位相差フィルムの遅相軸と上記偏光
子の吸収軸のなす角度は、上記位相差フィルムの遅相軸が上記偏光子の吸収軸と平行に配
置される場合、０°±２°であることが好ましい。より好ましくは、０°±１°である。
更に好ましくは、０°±０．５°である。また、上記位相差フィルムの遅相軸が上記偏光
子の吸収軸と直交に配置される場合、９０°±２°であることが好ましい。より好ましく
は、９０°±１°である。更に好ましくは、９０°±０．５°である。これらの角度範囲
から外れる程度が大きくなるほど、偏光板の偏光度が低下し、液晶表示装置に用いた際に
、コントラストが低下する。なお、前記光学フィルムにおいては、位相差フィルムは特に
制限されないが、λ／２板であることが好ましい。λ／２板は、２枚のλ／４板を遅相軸
が平行になるように配置して用いることができる。
【０１２０】
　図１～図４に本発明の光学フィルムの一例を示す。図１の光学フィルム３Ａは、偏光子
１ａの一方の面に透明保護フィルム１ｃが配置された偏光板１Ａと位相差フィルム２が配
置されている。位相差フィルム２は、偏光子１ａに対し透明保護フィルム１ｃとは反対側
に配置されている。位相差フィルム２の遅相軸は、偏光子１ａの吸収軸に対し平行である
場合を示しているが、これは直交であっても良い。
【０１２１】
　図２の光学フィルム３Ｂは、偏光子１ａの両側に透明保護フィルム１ｂ及び透明保護フ
ィルム１ｃが配置された偏光板１Ｂと位相差フィルム２が配置されている。位相差フィル
ム２は、透明保護フィルム１ｂの側に配置されている。位相差フィルム２の遅相軸は、偏
光子１ａの吸収軸に対し平行である場合を示しているが、これは直交であっても良い。
【０１２２】
　図３の光学フィルム３Ｃは、偏光子１ａの一方の面に透明保護フィルム１ｃが配置され
た偏光板１Ａと２枚の位相差フィルム２ａ、２ｂが配置されている。位相差フィルム２ａ
、２ｂは、偏光子１ａに対し透明保護フィルム１ｃとは反対側に配置されている。位相差
フィルム２ａ、２ｂの遅相軸は、偏光子１ａの吸収軸に対し平行である場合を示している
が、これは直交であっても良い。
【０１２３】
　図４の光学フィルム３Ｄは、偏光子１ａの両側に透明保護フィルム１ｂ及び透明保護フ
ィルム１ｃが配置された偏光板１Ｂと位相差フィルム２ａ、２ｂが配置されている。位相
差フィルム２ａ、２ｂは、透明保護フィルム１ｂの側に配置されている。位相差フィルム
２ａ、２ｂの遅相軸は、偏光子１ａの吸収軸に対し平行である場合を示しているが、これ
は直交であっても良い。
【０１２４】
　前記偏光子としては、特に制限されず、各種のものを使用できる。たとえば、ポリビニ
ルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エチレン
・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素や二色
性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱水処理
物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等が挙げられる。これらの
なかでもポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素などの二色性物質からなる偏光子が、
偏光二色比が高く特に好ましい。これら偏光子の厚さは特に制限されないが、一般的に、
５～８０μｍ程度である。
【０１２５】
　ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸した偏光子は、たとえば、
ポリビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７倍
に延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等を
含んでいてもよいヨウ化カリウムなどの水溶液に浸漬することもできる。さらに必要に応
じて染色の前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗してもよい。
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【０１２６】
　ポリビニルアルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表
面の汚れやブロッキング防止剤を洗浄することができるほかに、ポリビニルアルコール系
フィルムを膨潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸はヨウ
素で染色した後に行っても良いし、染色しながら延伸してもよいし、また延伸してからヨ
ウ素で染色してもよい。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶液中や水浴中でも延伸するこ
とができる。
【０１２７】
　前記偏光子の片面又は両面に設けられる透明保護フィルムとしては、透明性、機械的強
度、熱安定性、水分遮蔽性、位相差値の安定性などに優れるものが好ましい。上記透明保
護フィルムを形成する材料としては、例えば、ポリエチレンテレフタレートやポリエチレ
ンナフタレート等のポリエステル系樹脂、ジアセチルセルロースやトリアセチルセルロー
ス等のセルロース系樹脂、ポリメチルメタクリレート等のアクリル系樹脂、ポリスチレン
やアクリロニトリル・スチレン共重合体、スチレン樹脂、アクリロニトリル・スチレン樹
脂、アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン樹脂、アクリロニトリル・エチレン・スチ
レン樹脂、スチレン・マレイミド共重合体、スチレン・無水マレイン酸共重合体等のスチ
レン系樹脂、ポリカーボネート系樹脂等が挙げられる。また、シクロ系オレフィン樹脂、
ノルボルネン系樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン・プロピレン共重合体等
のポリオレフィン系樹脂、塩化ビニル系樹脂、ナイロンや芳香族ポリアミド等のアミド系
樹脂、芳香族ポリイミドやポリイミドアミド等のイミド系樹脂、スルホン系樹脂、ポリエ
ーテルスルホン系樹脂、ポリエーテルエーテルケトン系樹脂、ポリフェニレンスルフィド
系樹脂、ビニルアルコール系樹脂、塩化ビニリデン系樹脂、ビニルブチラール系樹脂、ア
リレート系樹脂、ポリオキシメチレン系樹脂、エポキシ系樹脂、又は前記樹脂のブレンド
物等からなる高分子フィルムなども前記透明保護フィルムを形成する樹脂の例として挙げ
られる。また、上記透明保護フィルムは、アクリル系、ウレタン系、アクリルウレタン系
、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化型、紫外線硬化型の樹脂の硬化層として形成する
こともできる。
【０１２８】
　前記透明保護フィルムとして好ましくは、偏光特性や耐久性などの点より、トリアセチ
ルセルロース等のセルロース系樹脂及び、ノルボルネン系樹脂が用いられる。具体的には
、富士写真フイルム（株）製の製品名「フジタック」や、日本ゼオン（株）製　製品名「
ゼオノア」、ＪＳＲ（株）製の製品名「アートン」などが挙げられる。
【０１２９】
　前記透明保護フィルムの厚さは、適宜に決定しうるが、一般には強度や取扱性等の作業
性、薄層性などの点より１～５００μｍ程度である。より好ましくは、５～２００μｍで
ある。特に好ましくは、１０～１５０μｍである。上記の範囲であれば、偏光子を機械的
に保護し、高温高湿下に曝されても偏光子が収縮せず、安定した光学特性を保つことがで
きる。
【０１３０】
　前記透明保護フィルムは、フィルム面内の位相差値及び厚み方向の位相差値が液晶表示
装置の視野角特性に影響を及ぼす場合があるので、位相差値が最適化されたものを用いる
ことが好ましい。ただし、位相差値の最適化が望まれる透明保護フィルムとは、液晶セル
に近い側の偏光子の表面に積層される透明保護フィルムであり、液晶セルに遠い側の偏光
子の表面に積層される透明保護フィルムは、液晶表示装置の光学特性を変化させることは
ないので、この限りではない。
【０１３１】
　従って、前記液晶セルに近い側の偏光子の表面に積層される透明保護フィルムは、複屈
折や光弾性係数の絶対値ができる限り小さいものが好ましい。
【０１３２】
　前記光学フィルム３Ａ～３Ｄにおいて、通常は、位相差フィルム２（２ａ、２ｂ）の側
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が液晶セル側に配置される。したがって、光学フィルム３Ａ～３Ｄでは、位相差フィルム
２（２ａ、２ｂ）が積層される側の透明保護フィルム１ｂが位相差値が最適化されたもの
を用いることが好ましい。
【０１３３】
　前記透明保護フィルムは下記式（３）及び式（４）を満足することが好ましい。
０ｎｍ＜（ｎｘ－ｎｙ）・ｄ≦５ｎｍ　・・・（３）
０ｎｍ＜（ｎｘ－ｎｚ）・ｄ≦１５ｎｍ　・・・（４）
［ただし、フィルムの遅相軸方向、進相軸方向及び厚さ方向の屈折率をそれぞれｎｘ、ｎ
ｙ、ｎｚとし、ｄ（ｎｍ）はフィルムの厚みとする。遅相軸方向は、フィルム面内の屈折
率の最大となる方向とする。］
【０１３４】
　前記同様に、フィルム面内の位相差値：Ｒｅ（５９０）＝（ｎｘ－ｎｙ）・ｄ、である
。フィルム面内の位相差値：Ｒｅ（５９０）は、更に好ましくは、０ｎｍ＜Ｒｅ（５９０
）≦３ｎｍである。特に好ましくは、０ｎｍ＜Ｒｅ（５９０）≦２ｎｍである。最も好ま
しくは、０ｎｍ＜Ｒｅ（５９０）≦１ｎｍである。また前記同様に、フィルムの厚み方向
の位相差値：Ｒｔｈ（５９０）＝（ｎｘ－ｎｚ）・ｄである。フィルムの厚み方向の位相
差値：Ｒｔｈ（５９０）は、０ｎｍ＜Ｒｔｈ（５９０）≦１０ｎｍであることが好ましい
。更に好ましくは、０ｎｍ＜Ｒｔｈ（５９０）≦６ｎｍである。特に好ましくは、０ｎｍ
＜Ｒｔｈ（５９０）≦４ｎｍである。最も好ましくは、０ｎｍ＜Ｒｔｈ（５９０）≦３ｎ
ｍである。本発明の位相差フィルムが積層される透明保護フィルムの位相差値が上記の範
囲であれば、液晶表示装置に用いた際にコントラスト比やカラーシフト等の表示特性に悪
影響を及ぼさず、良好な表示特性を得ることができる。
【０１３５】
　前記液晶セルに近い側の偏光子の表面に積層される透明保護フィルムの光弾性係数の絶
対値は、波長５９０ｎｍの光で測定した値の絶対値：Ｃ値（ｍ 2／Ｎ）が、２．０×１０ -

1 3≦Ｃ≦２．０×１０ - 1 1の範囲にあるものが好ましく用いられる。更に好ましくは、５
．０×１０ - 1 3≦Ｃ≦８．０×１０ - 1 2である。特に好ましくは、２．０×１０ - 1 2≦Ｃ≦
６．０×１０ - 1 2である。最も好ましくは、２．０×１０ - 1 2≦Ｃ≦５．０×１０ - 1 2であ
る。
【０１３６】
　なお、本発明の位相差フィルムは、光弾性係数の絶対値が従来の芳香族系高分子フィル
ムよりも小さいので、偏光子に接着剤又は粘着剤を介して直接積層しても、液晶表示装置
に用いた際に、偏光子の収縮応力やバックライトの熱による位相差値のズレやムラを生じ
にくく、良好な表示特性を得ることができるが、複屈折や光弾性係数の絶対値が小さい透
明保護フィルムの表面に、本発明の位相差フィルムを積層すれば、上記位相差フィルムに
伝播する偏光子の収縮応力や、バックライトの熱を低減できるので、位相差値のズレやム
ラをより一層低減することができる。
【０１３７】
　前記複屈折や光弾性係数の絶対値が小さい透明保護フィルムを形成する材料としては、
例えば、特開平６－５１１１７号公報に記載のノルボルネン系モノマーの開環（共）重合
体を、必要に応じてマレイン酸付加、シクロペンタジエン付加のごときポリマー変性を行
った後に、水素添加したノルボルネン系樹脂；ノルボルネン系モノマーを付加型重合させ
たノルボルネン系樹脂；ノルボルネン系モノマーとエチレンやα－オレフィンなどのオレ
フィン系モノマーと付加型共重合させたノルボルネン系樹脂などが用いられる。また、特
開２００２－３４８３２４号公報に記載のノルボルネン等の多環シクロオレフィンモノマ
ー又は単環シクロオレフィンモノマー又は非環式１－オレフィンモノマーの少なくとも一
種類を溶液状態、懸濁状態、モノマー溶融状態または気相において、メタロセン触媒下で
重合したシクロオレフィン系樹脂なども用いられる。
【０１３８】
　また、特開２００１－２５３９６０号公報に記載の９，９－ビス（４－ヒドロキシフェ
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ニル）フルオレンを側鎖に有するポリカーボネート系樹脂や、特開平７－１１２４４６号
公報に記載のセルロース系樹脂などが用いられる。更に、特開２００１－３４３５２９号
公報に記載の高分子フィルム、たとえば、（Ａ）側鎖に置換及び／又は非置換イミド基を
有する熱可塑性樹脂と、（Ｂ）側鎖に置換及び／非置換フェニルならびにニトリル基を有
する熱可塑性樹脂を含有する樹脂組成物なども用いられる。具体例としてはイソブチレン
とＮ－メチルマレイミドからなる交互共重合体とアクリロニトリル・スチレン共重合体と
を含有する樹脂組成物の高分子フィルムが用いられる。また、 (株 )エヌ・ティー・エス出
版「オプティカルポリマー材料の開発・応用技術」２００３年版１９４頁～２０７頁に記
載の正の配向複屈折を示すポリマーを構成するモノマーと、負の配向複屈折を示すポリマ
ーを構成するモノマーのランダム共重合体や異方性低分子や複屈折性結晶をドープしたポ
リマーなども用いられる。
【０１３９】
　前記透明保護フィルムの偏光子との積層方法は、特に限定されず、例えばアクリル系ポ
リマーやビニルアルコール系ポリマーからなる接着剤、あるいはホウ酸やホウ砂、グルタ
ルアルデヒドやメラミンやシュウ酸等のビニルアルコール系ポリマーの水溶性架橋剤から
少なくともなる接着剤等を介して行うことができる。これにより湿度や熱の影響で剥がれ
にくく光透過率や偏光度に優れるものとすることができる。前記接着剤としては、偏光子
の原料であるポリビルアルコールとの接着性に優れる点より、ポリビニルアルコール系接
着剤を用いることが好ましい。
【０１４０】
　前記ノルボルネン系樹脂を含む高分子フィルムを透明保護フィルムとして、偏光子と積
層する場合の粘着剤としては、透明性に優れ、複屈折などが小さく、薄い層として用いて
も充分に粘着力を発揮できるものが好ましい。そのような粘着剤としては、例えば、ポリ
ウレタン系樹脂溶液とポリイソシアネート樹脂溶液を混合するドライラミネート用接着剤
、スチレンブタジエンゴム系接着剤、エポキシ系二液硬化型接着剤、例えば、エポキシ樹
脂とポリチオールの二液からなるもの、エポキシ樹脂とポリアミドの二液からなるものな
どを用いることができ、特に溶媒型接着剤、エポキシ系二液硬化型接着剤が好ましく、透
明のものが好ましい。接着剤によっては、適当な接着用下塗り剤を用いることで接着力を
向上させることができるものがあり、そのような接着剤を用いる場合は接着用下塗り剤を
用いることが好ましい。
【０１４１】
　上記接着用下塗り剤としては、接着性を向上できる層であれば特に制限はないが、例え
ば、同一分子内にアミノ基、ビニル基、エポキシ基、メルカプト基、クロル基等の反応性
官能基と加水分解性のアルコキシシリル基とを有するシラン系カップリング剤、同一分子
内にチタンを含む加水分解性の親水性基と有機官能性基とを有するチタネート系カップリ
ング剤、および同一分子内にアルミニウムを含む加水分解性の親水性基と有機官能性基と
を有するアルミネート系カップリング剤等のいわゆるカップリング剤、エポキシ系樹脂、
イソシアネート系樹脂、ウレタン系樹脂、エステルウレタン系樹脂等の有機反応性基を有
する樹脂を用いることができる。なかでも、工業的に取扱いやすいという観点から、シラ
ン系カップリング剤を含有する層であることが好ましい。
【０１４２】
　前記偏光板は、液晶セルへの積層を容易にするため、上記偏光板の透明保護フィルムの
両面又は片面に接着剤層や粘着剤層を設けておくことができる。また前記光学フィルムに
ついても位相差フィルム等に接着剤層や粘着剤層を設けておくことができる。
【０１４３】
　前記接着剤又は粘着剤としては特に制限されない。例えばアクリル系重合体、シリコー
ン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリアミド、ポリビニルエーテル、酢酸ビ
ニル／塩化ビニルコポリマー、変性ポリオレフィン、エポキシ系、フッ素系、天然ゴム、
合成ゴム等のゴム系などのポリマーをベースポリマーとするものを適宜に選択して用いる
ことができる。特に、光学的透明性に優れ、適度なぬれ性と凝集性と接着性の粘着特性を
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示して、耐候性や耐熱性などに優れるという点で、アクリル系粘着剤が好ましく用いられ
る。
【０１４４】
　前記接着剤又は粘着剤にはベースポリマーに応じた架橋剤を含有させることができる。
また、粘着剤層には必要に応じて例えば天然物や合成物の樹脂類、ガラス繊維やガラスビ
ーズ、金属粉やその他の無機粉末等からなる充填剤や顔料、着色剤や酸化防止剤などの適
宜な添加剤を配合することもできる。また透明微粒子を含有させて光拡散性を示す粘着剤
層とすることもできる。
【０１４５】
　なお、前記の透明微粒子には、例えば平均粒径が０．５～２０μｍのシリカや酸化カル
シウム、アルミナやチタニア、ジルコニアや酸化錫、酸化インジウムや酸化カドミウム、
酸化アンチモン等の導電性のこともある無機系微粒子や、ポリメチルメタクリレートやポ
リウレタの如き適宜なポリマーからなる架橋又は未架橋の有機系微粒子などの適宜なもの
を１種又は２種以上用いることができる。
【０１４６】
　前記接着剤又は粘着剤は、通常、ベースポリマー又はその組成物を溶媒に溶解又は分散
させた固形分濃度が１０～５０重量％程度の接着剤溶液として用いられる。上記溶媒とし
ては、トルエンや酢酸エチル等の有機溶媒や水等の接着剤の種類に応じたものを適宜に選
択して用いることができる。
【０１４７】
　前記接着剤又は粘着剤は、異なる組成又は種類等のものの積層物として偏光板や光学フ
ィルムの片面又は両面に設けることもできる。上記接着剤又は粘着剤の厚みは、使用目的
や接着力などに応じて適宜に決定でき、一般には１～５００μｍであり、５～２００μｍ
が好ましく、特に１０～１００μｍが好ましい。
【０１４８】
　前記接着剤層又は粘着剤層等の露出面に対しては、実用に供するまでの間、その汚染防
止等を目的に剥離紙又は離型フィルム（セパレータともいう）が仮着されてカバーされる
。これにより、通例の取扱状態で接着剤層又は粘着剤層に接触することを防止できる。上
記セパレータとしては、例えばプラスチックフィルム、ゴムシート、紙、布、不織布、ネ
ット、発泡シートや金属箔、それらのラミネート体等の適宜な薄葉体を、必要に応じシリ
コーン系や長 アルキル系、フッ素系や硫化モリブデン等の適宜な剥離剤でコート処理し
たものなどの、従来に準じた適宜なものを用いることができる。
【０１４９】
　前記透明保護フィルムの偏光子を接着させない面には、ハードコート処理、反射防止処
理、スティッキング防止処理や、拡散処理（アンチグレア処理ともいう）を施すことがで
きる。
【０１５０】
　ハードコート処理は偏光板表面の傷付き防止などを目的に施されるものであり、例えば
アクリル系、シリコーン系などの適宜な紫外線硬化型樹脂による硬度や滑り特性等に優れ
る硬化皮膜を透明保護フィルムの表面に付加する方式などにて形成することができる。反
射防止処理は偏光板表面での外光の反射防止を目的に施されるものであり、従来に準じた
反射防止膜などの形成により達成することができる。また、スティッキング防止処理は隣
接層との密着防止を目的に施される。
【０１５１】
　またアンチグレア処理は偏光板の表面で外光が反射して偏光板透過光の視認を阻害する
ことの防止等を目的に施されるものであり、例えばサンドブラスト方式やエンボス加工方
式による粗面化方式や透明微粒子の配合方式などの適宜な方式にて透明保護フィルムの表
面に微細凹凸構造を付与することにより形成することができる。前記表面微細凹凸構造の
形成に含有させる微粒子としては、例えば平均粒径が０．５～５０μｍのシリカ、アルミ
ナ、チタニア、ジルコニア、酸化錫、酸化インジウム、酸化カドミウム、酸化アンチモン
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等からなる導電性のこともある無機系微粒子、架橋又は未架橋のポリマー等からなる有機
系微粒子などの透明微粒子が用いられる。表面微細凹凸構造を形成する場合、微粒子の使
用量は、表面微細凹凸構造を形成する透明樹脂１００重量部に対して一般的に２～５０重
量部程度であり、５～２５重量部が好ましい。アンチグレア層は、偏光板透過光を拡散し
て視角などを拡大するための拡散層（視角拡大機能など）を兼ねるものであってもよい。
【０１５２】
　なお、前記反射防止層、スティッキング防止層、拡散層やアンチグレア層等は、透明保
護フィルムそのものに設けることができるほか、別途光学層として透明保護フィルムとは
別体のものとして設けることもできる。
【０１５３】
　光学フィルムは、実用に際して他の光学層と積層して用いることができる。その光学層
については特に限定はないが、例えば反射板や半透過板などの液晶表示装置等の形成に用
いられることのある光学層を１層または２層以上用いることができる。特に、偏光板に更
に反射板または半透過反射板が積層されてなる反射型偏光板または半透過型偏光板、ある
いは偏光板に更に輝度向上フィルムが積層されてなる偏光板が好ましい。
【０１５４】
　反射型偏光板は、偏光板に反射層を設けたもので、視認側（表示側）からの入射光を反
射させて表示するタイプの液晶表示装置などを形成するためのものであり、バックライト
等の光源の内蔵を省略できて液晶表示装置の薄型化を図りやすいなどの利点を有する。反
射型偏光板の形成は、必要に応じ透明保護層等を介して偏光板の片面に金属等からなる反
射層を付設する方式などの適宜な方式にて行なうことができる。
【０１５５】
　反射型偏光板の具体例としては、必要に応じマット処理した保護フィルムの片面に、ア
ルミニウム等の反射性金属からなる箔や蒸着膜を付設して反射層を形成したものなどがあ
げられる。また前記保護フィルムに微粒子を含有させて表面微細凹凸構造とし、その上に
微細凹凸構造の反射層を有するものなどもあげられる。前記した微細凹凸構造の反射層は
、入射光を乱反射により拡散させて指向性やギラギラした見栄えを防止し、明暗のムラを
抑制しうる利点などを有する。また微粒子含有の保護フィルムは、入射光及びその反射光
がそれを透過する際に拡散されて明暗ムラをより抑制しうる利点なども有している。保護
フィルムの表面微細凹凸構造を反映させた微細凹凸構造の反射層の形成は、例えば真空蒸
着方式、イオンプレーティング方式、スパッタリング方式等の蒸着方式やメッキ方式など
の適宜な方式で金属を透明保護層の表面に直接付設する方法などにより行うことができる
。
【０１５６】
　反射板は前記の偏光板の保護フィルムに直接付与する方式に代えて、その透明フィルム
に準じた適宜なフィルムに反射層を設けてなる反射シートなどとして用いることもできる
。なお反射層は、通常、金属からなるので、その反射面が保護フィルムや偏光板等で被覆
された状態の使用形態が、酸化による反射率の低下防止、ひいては初期反射率の長期持続
の点や、保護層の別途付設の回避の点などより好ましい。
【０１５７】
　なお、半透過型偏光板は、上記において反射層で光を反射し、かつ透過するハーフミラ
ー等の半透過型の反射層とすることにより得ることができる。半透過型偏光板は、通常液
晶セルの裏側に設けられ、液晶表示装置などを比較的明るい雰囲気で使用する場合には、
視認側（表示側）からの入射光を反射させて画像を表示し、比較的暗い雰囲気においては
、半透過型偏光板のバックサイドに内蔵されているバックライト等の内蔵光源を使用して
画像を表示するタイプの液晶表示装置などを形成できる。すなわち、半透過型偏光板は、
明るい雰囲気下では、バックライト等の光源使用のエネルギーを節約でき、比較的暗い雰
囲気下においても内蔵光源を用いて使用できるタイプの液晶表示装置などの形成に有用で
ある。
【０１５８】
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　偏光板と輝度向上フィルムを貼り合わせた偏光板は、通常液晶セルの裏側サイドに設け
られて使用される。輝度向上フィルムは、液晶表示装置などのバックライトや裏側からの
反射などにより自然光が入射すると所定偏光軸の直線偏光または所定方向の円偏光を反射
し、他の光は透過する特性を示すもので、輝度向上フィルムを偏光板と積層した偏光板は
、バックライト等の光源からの光を入射させて所定偏光状態の透過光を得ると共に、前記
所定偏光状態以外の光は透過せずに反射される。この輝度向上フィルム面で反射した光を
更にその後ろ側に設けられた反射層等を介し反転させて輝度向上フィルムに再入射させ、
その一部又は全部を所定偏光状態の光として透過させて輝度向上フィルムを透過する光の
増量を図ると共に、偏光子に吸収させにくい偏光を供給して液晶表示画像表示等に利用し
うる光量の増大を図ることにより輝度を向上させうるものである。すなわち、輝度向上フ
ィルムを使用せずに、バックライトなどで液晶セルの裏側から偏光子を通して光を入射し
た場合には、偏光子の偏光軸に一致していない偏光方向を有する光は、ほとんど偏光子に
吸収されてしまい、偏光子を透過してこない。すなわち、用いた偏光子の特性によっても
異なるが、およそ５０％の光が偏光子に吸収されてしまい、その分、液晶画像表示等に利
用しうる光量が減少し、画像が暗くなる。輝度向上フィルムは、偏光子に吸収されるよう
な偏光方向を有する光を偏光子に入射させずに輝度向上フィルムで一旦反射させ、更にそ
の後ろ側に設けられた反射層等を介して反転させて輝度向上フィルムに再入射させること
を繰り返し、この両者間で反射、反転している光の偏光方向が偏光子を通過し得るような
偏光方向になった偏光のみを、輝度向上フィルムは透過させて偏光子に供給するので、バ
ックライトなどの光を効率的に液晶表示装置の画像の表示に使用でき、画面を明るくする
ことができる。
【０１５９】
　輝度向上フィルムと上記反射層等の間に拡散板を設けることもできる。輝度向上フィル
ムによって反射した偏光状態の光は上記反射層等に向かうが、設置された拡散板は通過す
る光を均一に拡散すると同時に偏光状態を解消し、非偏光状態となる。すなわち、拡散板
は偏光を元の自然光状態にもどす。この非偏光状態、すなわち自然光状態の光が反射層等
に向かい、反射層等を介して反射し、再び拡散板を通過して輝度向上フィルムに再入射す
ることを繰り返す。このように輝度向上フィルムと上記反射層等の間に、偏光を元の自然
光状態にもどす拡散板を設けることにより表示画面の明るさを維持しつつ、同時に表示画
面の明るさのむらを少なくし、均一で明るい画面を提供することができる。かかる拡散板
を設けることにより、初回の入射光は反射の繰り返し回数が程よく増加し、拡散板の拡散
機能と相俟って均一の明るい表示画面を提供することができたものと考えられる。
【０１６０】
　前記の輝度向上フィルムとしては、例えば誘電体の多層薄膜や屈折率異方性が相違する
薄膜フィルムの多層積層体の如き、所定偏光軸の直線偏光を透過して他の光は反射する特
性を示すもの（住友３Ｍ（株）製のＤ－ＢＥＦなど）、コレステリック液晶ポリマーの配
向フィルムやその配向液晶層をフィルム基材上に支持したものの（日東電工社製，ＰＣＦ
３５０やＭｅｒｃｋ社製，Ｔｒａｎｓｍａｘ等）如き、左回り又は右回りのいずれか一方
の円偏光を反射して他の光は透過する特性を示すものなどの適宜なものを用いうる。
【０１６１】
　従って、前記した所定偏光軸の直線偏光を透過させるタイプの輝度向上フィルムでは、
その透過光をそのまま偏光板に偏光軸を揃えて入射させることにより、偏光板による吸収
ロスを抑制しつつ効率よく透過させることができる。一方、コレステリック液晶層の如く
円偏光を透過するタイプの輝度向上フィルムでは、そのまま偏光子に入射させることもで
きるが、吸収ロスを抑制する点よりその円偏光を位相差板を介し直線偏光化して偏光板に
入射させることが好ましい。なお、その位相差板として１／４波長板を用いることにより
、円偏光を直線偏光に変換することができる。
【０１６２】
　可視光域等の広い波長範囲で１／４波長板として機能する位相差板は、例えば波長５５
０ｎｍの淡色光に対して１／４波長板として機能する位相差層と他の位相差特性を示す位

10

20

30

40

50

(26) JP 3841306 B2 2006.11.1



相差層、例えば１／２波長板として機能する位相差層とを重畳する方式などにより得るこ
とができる。従って、偏光板と輝度向上フィルムの間に配置する位相差板は、１層又は２
層以上の位相差層からなるものであってよい。
【０１６３】
　なお、コレステリック液晶層についても、反射波長が相違するものの組み合わせにして
２層又は３層以上重畳した配置構造とすることにより、可視光領域等の広い波長範囲で円
偏光を反射するものを得ることができ、それに基づいて広い波長範囲の透過円偏光を得る
ことができる。
【０１６４】
　また偏光板は、上記の偏光分離型偏光板の如く、偏光板と２層又は３層以上の光学層と
を積層したものからなっていてもよい。従って、上記の反射型偏光板や半透過型偏光板と
位相差板を組み合わせた反射型楕円偏光板や半透過型楕円偏光板などであってもよい。
【０１６５】
　また上記の偏光板と位相差フィルムを積層した光学フィルム等は、液晶表示装置の製造
過程で順次別個に積層することよって形成することができるが、予め積層しておくほうが
、品質の安定性や積層作業性等に優れて液晶表示装置などの製造効率を向上させることが
できるため好ましい。
【０１６６】
　次に本発明の光学フィルムが用いられる液晶パネルについて説明する。図５～図１０は
、本発明の液晶パネルの一例を示す。
【０１６７】
　図５の液晶パネル６Ａは、液晶セル５の一方の面に光学フィルム３Ａが、位相差フィル
ム２が液晶セルに近い側になるよう配置されている。また、上記液晶セル５の他方の面に
は偏光子４ａの両面に透明保護フィルム４ｂ及び４ｃが配置された偏光板４が、透明保護
フィルム４ｂが液晶セル５に近い側になるように配置されている。上記位相差フィルム２
の遅相軸は、上記偏光子１ａの吸収軸と平行である場合を示しているが、これは直交であ
っても良い。
【０１６８】
　図６の液晶パネル６Ｂは、液晶セル５の一方の面に光学フィルム３Ｂが、位相差フィル
ム２が液晶セルに近い側になるように配置されている。また、上記液晶セル５の他方の面
には偏光板４が、透明保護フィルム４ｂが液晶セル５に近い側になるように配置されてい
る。上記位相差フィルム２の遅相軸は、上記偏光子１ａの吸収軸と平行である場合を示し
ているが、これは直交であっても良い。
【０１６９】
　図７の液晶パネル６Ｃは、液晶セル５の両面に光学フィルム３Ａが、各位相差フィルム
２が液晶セル５に近い側になるように配置されている。各位相差フィルム２の遅相軸は互
いに直交するように配置されている。上記位相差フィルム２の遅相軸は、上記偏光子１ａ
の吸収軸と平行である場合を示しているが、これは直交であっても良い。
【０１７０】
　図８の液晶パネル６Ｄは、液晶セル５の両面に光学フィルム３Ｂが、各位相差フィルム
２が液晶セル５に近い側になるように配置されている。各位相差フィルム２の遅相軸は互
いに直交するように配置されている。上記位相差フィルム２の遅相軸は、上記偏光子１ａ
の吸収軸と平行である場合を示しているが、これは直交であっても良い。
【０１７１】
　図９の液晶パネル６Ｅは、液晶セル５の一方の面に光学フィルム３Ｃが、位相差フィル
ム２が液晶セル５に近い側になるように配置されている。各位相差フィルム２の遅相軸は
それぞれ平行である場合を示しているが、これは直交であっても良い。また、上記液晶セ
ル５の他方の面に偏光板４が、透明保護フィルム４ｂが液晶セルに近い側になるように配
置されている。上記位相差フィルム２（２ａ、２ｂ）の遅相軸は、上記偏光子１ａの吸収
軸と平行である場合を示しているが、これは直交であっても良い。
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【０１７２】
　図１０の液晶パネル６Ｆは、液晶セル５の一方の面に光学フィルム３Ｄが、位相差フィ
ルム２が液晶セル５に近い側になるように配置されている。各位相差フィルム２の遅相軸
はそれぞれ平行である場合を示しているが、これは直行であっても良い。また、上記液晶
セル５の他方の面に偏光板４が、透明保護フィルム４ｂが液晶セルに近い側になるように
配置されている。上記位相差フィルム２（２ａ、２ｂ）の遅相軸は、上記偏光子１ａの吸
収軸と平行である場合を示しているが、これは直交であっても良い。
【０１７３】
　本発明の液晶パネルは、ノルボルネン系樹脂を含む高分子フィルムの延伸フィルムを含
むことによって、例えば、黒画像を表示した場合にパネル全面にムラのない均一な表示を
得ることができる。好ましくは、本発明の液晶パネルは、黒表示を表示したパネル全面に
おいて、最大輝度と最小輝度の差が、１．７９以下であり、さらに好ましくは１．５７以
下である。
【０１７４】
　本発明の位相差フィルム、光学フィルムは各種の画像表示装置に適用できる。位相差フ
ィルム、光学フィルムを用いた液晶パネルは、液晶表示装置は従来より知られている各種
装置に適用できる。液晶表示装置の形成は、従来に準じて行ないうる。液晶表示装置は一
般に、液晶パネル、さらにバックライトを有する。液晶表示装置は、前記構成部品を適宜
に組立てて駆動回路を組込むことなどにより形成される。
【０１７５】
　上記液晶表示装置の種類には特に制限はなく、透過型、反射型、反射透過型いずれの形
でも使用することができる。上記液晶表示装置に用いられる液晶セルとしては、例えばツ
イステッドネマチック（ＴＮ）モード、スーパーツイステッドネマチック（ＳＴＮ）モー
ドや、水平配向（ＥＣＢ）モード、垂直配向（ＶＡ）モード、インプレーンスイッチング
（ＩＰＳ）モード、フリンジフイールドスイッチング（Ｆ Ｓ）モード、ベンドネマチッ
ク（ＯＣＢ）モード、ハイブリッド配向（ＨＡＮ）モード、強誘電性液晶（ＳＳＦＬＣ）
モード、反強誘電液晶（ＡＦＬＣ）モードの液晶セルなど種々の液晶セルが挙げられる。
このうち、本発明の位相差フィルム及び偏光板は、特に、ＴＮモード、ＶＡモード、ＩＰ
Ｓモード、ＯＣＢモード、Ｆ Ｓモード、ＯＣＢモードの液晶セルと組み合わせて用いる
ことが好ましい。最も好ましくは、本発明の位相差フィルム及び偏光板は、ＩＰＳモード
、またはＦ Ｓモードの液晶セルと組み合わせて用いられる。
【０１７６】
　前記ツイステッドネマチック（ＴＮ）モードの液晶セルとは、２枚の基材の間に正の誘
電異方性のネマチック液晶をはさんだものであり、ガラス基材の表面配向処理によって液
晶分子配向を９０度ねじらせてあるものをいう。具体的には、培風館株式会社「液晶辞典
」ｐ．１５８（１９８９年版）に記載の液晶セルや、特開昭６３－２７９２２９号公報に
記載の液晶セルが挙げられる。
【０１７７】
　前記垂直配向（ＶＡ）モードの液晶セルとは、電圧制御複屈折（ＥＣＢ：Ｅｌｅｃｔｒ
ｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｎｅｎｃｅ）効果を利用し、
透明電極間に誘電率異方性が負のネマチック液晶が、電圧無印加時において、垂直配列し
た液晶セルのことをいう。具体的には、特開昭６２－２１０４２３号公報や、特開平４－
１５３６２１号公報に記載の液晶セルが挙げられる。また、上記ＶＡモードの液晶セルは
、特開平１１－２５８６０５号公報に記載されているように、視野角拡大のために、画素
内にスリットを設けたものや、表面に突起を形成した基材を用いることによって、マルチ
ドメイン化したＭＶＡモードの液晶セルであっても良い。更に、特開平１０－１２３５７
６号公報に記載されているように、液晶中にカイラル剤を添加し、ネマチック液晶電圧無
印加時に実質的に垂直配向させ、電圧印加時にねじれマルチドメイン配向させるＶＡＴＮ
モードの液晶セルであっても良い。
【０１７８】
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　前記インプレーンスイッチング（ＩＰＳ）モードの液晶セルとは、電圧制御複屈折（Ｅ
ＣＢ：Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｎｅｎｃ
ｅ）効果を利用し、２枚の平行な基板の間に液晶を封入したいわゆるサンドイッチセルに
おいて、電界が存在しない状態でホモジニアス配向させたネマチック液晶を基板に平行な
電界（横電界ともいう）で応答させるものをいう。具体的には、テクノタイムズ社出版「
月刊ディスプレイ７月号」８３頁～８８頁（１９９７年版）や、日本液晶学会出版「液晶
ｖｏｌ．２　Ｎｏ．４」３０３頁～３１６頁（１９９８年版）に記載されているように、
液晶分子の長軸と入射側偏光板の偏光軸と一致させて、上下の偏光板を直交配置させると
、電界のない状態で完全に黒表示になり、電界があるときは、液晶分子は基板に平行を保
ちながら回転動作することによって、回転角に応じた透過率を得ることができるものをい
う。なお、上記のＩＰＳモードは、ジグザグ電極を採用した、スーパー・インプレーンス
イッチング（Ｓ－ＩＰＳ）モードや、アドバンスド・スーパー・インプレーンスイッチン
グ（ＡＳ－ＩＰＳ）モードを包含する。上記のようなＩＰＳモードを採用した市販の液晶
表示装置としては、例えば、（株）日立製作所製の２０Ｖ型ワイド液晶テレビ　商品名「
Ｗｏｏｏ」、イーヤマ（株）製の１９型液晶ディスプレイ　商品名「ＰｒｏＬｉｔｅ　Ｅ
４８１Ｓ－１」、（機）ナナオ製の１７型ＴＦＴ液晶ディスプレイ　商品名「ＦｌｅｘＳ
ｃａｎ　Ｌ５６５」等が挙げられる。
【０１７９】
　上記ＦＦＳモードの液晶セルとは、電圧制御複屈折（ＥＣＢ：Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌ
ｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）効果を利用し、電界が存在し
ない状態でホモジニアス分子配列に配向させたネマチック液晶を、例えば、透明導電体で
形成された対向電極と画素電極とで発生させた基板に平行な電界（横電界ともいう）で応
答させるものをいう。なお、ＦＦＳモードもこおける横電界は、フリンジ電界ともいう。
このフリンジ電界は、透明導電体で形成された対向電極と画素電極との間隔を、上下部基
板間の間隔より狭く設定することによって発生させることができる。より具体的には、Ｓ
ＩＤ（Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｆｏｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｄｉｓｐｌａｙ）２００１　
Ｄｉｇｅｓｔ，第４８４頁－第４８７頁や、特開２００２－０３１８１２号公報に記載さ
れているように、ノーマリーブラック方式では、液晶分子の長軸と入射側偏光板の吸収軸
と一致させて、上下の偏光板を直交配置させると、電界のない状態で完全に黒表示になり
、電界があるときは、液晶分子は基板に平行を保ちながら回転動作することによって、回
転角に応じた透過率を得ることができる。なお、上記のＦＦＳモードは、ジグザグ電極を
採用した、アドバンスド・フリンジフイールドスイッチング（Ａ－ＦＦＳ）モードや、ウ
ルトラ・フリンジフィールドスイッチング（Ｕ－ＦＦＳ）モ－ドを包含する。上記のよう
なＦＦＳモードを採用した市販の液晶表示装置としては、例えばＭｏｔｉｏｎ　Ｃｏｍｐ
ｕｔｉｎｇ社のタブレットＰＣ　商品名「Ｍ１４００」が挙げられる。
【０１８０】
　前記ベンドネマチック（ＯＣＢ：Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｅ
ｎｄ　ｏｒ　Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｎｅｎ
ｃｅ）モードの液晶セルとは、電圧制御複屈折（ＥＣＢ：Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｃ
ｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｎｅｎｃｅ）効果を利用し、透明電極間に誘電
率異方性が正のネマチック液晶が、電圧無印加時において、中央部にねじれ配向が存在す
るベンド配向した液晶セルのことをいう。上記ＯＣＢモードの液晶セルは、「πセル」と
も言われる。具体的には、共立出版株式会社出版「次世代液晶ディスプレイ」（２０００
年）ｐ．１１～ｐ．２７に記載のものや、特開平７－０８４２５４号公報に記載のものが
挙げられる。
【０１８１】
　このような種々の液晶セルに、本発明の光学フィルムを用いることにより、コントラス
ト比や、カラーシフト等の表示特性を改善することができ、しかもその機能を長期間維持
することができる。
【０１８２】
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　バックライトとしては、直下型バックライト、サイドライト型バックライト、面状光源
を用いたことができる。またバックライトには反射板を用いることができる。さらに、液
晶表示装置の形成に際しては、例えば拡散板、アンチグレア層、反射防止膜、保護板、プ
リズムアレイ、レンズアレイシート、光拡散板などの適宜な部品を適宜な位置に１層又は
２層以上配置することができる。
【０１８３】
　本発明の液晶パネルおよび液晶表示装置が用いられる用途は、特に制限はないが、パソ
コンモニター、ノートパソコン、コピー機などのＯＡ機器；携帯電話、時計、デジタルカ
メラ、携帯情報端末（ＰＤＡ）、携帯ゲーム機などの携帯機器；ビデオカメラ、液晶テレ
ビ、電子レンジなどの家庭用電気機器；バックモニター、カーナビゲーションシステム用
モニター、カーオーディオなどの車載用機器；商業店舗用インフォメーション用モニター
などの展示機器、監視用モニターなどの警備機器、介護用モニター、医療用モニターなど
の介護・医療機器などの各種用途に用いることができる。
【０１８４】
　特に好ましくは、本発明の液晶パネルおよび液晶表示装置は大型の液晶テレビに用いら
れる。本発明の液晶パネルおよび液晶表示装置が用いられる液晶テレビの画面サイズとし
ては、好ましくはワイド１７型（３７３ｍｍ×２２４ｍｍ）以上であり、さらに好ましく
はワイド２３型（４９９ｍｍ×３００ｍｍ）以上であり、特に好ましくはワイド２６型（
５６６ｍｍ×３３９ｍｍ）以上、であり、最も好ましくはワイド３２型（６８７ｍｍ×４
１２ｍｍ）以上である。
【０１８５】
　次いで有機エレクトロルミネセンス装置（有機ＥＬ表示装置）について説明する。一般
に、有機ＥＬ表示装置は、透明基板上に透明電極と有機発光層と金属電極とを順に積層し
て発光体（有機エレクトロルミネセンス発光体）を形成している。ここで、有機発光層は
、種々の有機薄膜の積層体であり、例えばトリフェニルアミン誘導体等からなる正孔注入
層と、アントラセン等の蛍光性の有機固体からなる発光層との積層体や、あるいはこのよ
うな発光層とペリレン誘導体等からなる電子注入層の積層体や、またあるいはこれらの正
孔注入層、発光層、および電子注入層の積層体等、種々の組み合わせをもった構成が知ら
れている。
【０１８６】
　有機ＥＬ表示装置は、透明電極と金属電極とに電圧を印加することによって、有機発光
層に正孔と電子とが注入され、これら正孔と電子との再結合によって生じるエネルギーが
蛍光物資を励起し、励起された蛍光物質が基底状態に戻るときに光を放射する、という原
理で発光する。途中の再結合というメカニズムは、一般のダイオードと同様であり、この
ことからも予想できるように、電流と発光強度は印加電圧に対して整流性を伴う強い非線
形性を示す。
【０１８７】
　有機ＥＬ表示装置においては、有機発光層での発光を取り出すために、少なくとも一方
の電極が透明でなくてはならず、通常酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）などの透明導電体で
形成した透明電極を陽極として用いている。一方、電子注入を容易にして発光効率を上げ
るには、陰極に仕事関数の小さな物質を用いることが重要で、通常Ｍｇ－Ａｇ、Ａｌ－Ｌ
ｉなどの金属電極を用いている。
【０１８８】
　このような構成の有機ＥＬ表示装置において、有機発光層は、厚さ１０ｎｍ程度ときわ
めて薄い膜で形成されている。このため、有機発光層も透明電極と同様、光をほぼ完全に
透過する。その結果、非発光時に透明基板の表面から入射し、透明電極と有機発光層とを
透過して金属電極で反射した光が、再び透明基板の表面側へと出るため、外部から視認し
たとき、有機ＥＬ表示装置の表示面が鏡面のように見える。
【０１８９】
　電圧の印加によって発光する有機発光層の表面側に透明電極を備えるとともに、有機発
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光層の裏面側に金属電極を備えてなる有機エレクトロルミネセンス発光体を含む有機ＥＬ
表示装置において、透明電極の表面側に偏光板を設けるとともに、これら透明電極と偏光
板との間に位相差板を設けることができる。
【０１９０】
　位相差板および偏光板は、外部から入射して金属電極で反射してきた光を偏光する作用
を有するため、その偏光作用によって金属電極の鏡面を外部から視認させないという効果
がある。特に、位相差板を１／４波長板で構成し、かつ偏光板と位相差板との偏光方向の
なす角をπ／４に調整すれば、金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができる。
【０１９１】
　すなわち、この有機ＥＬ表示装置に入射する外部光は、偏光板により直線偏光成分のみ
が透過する。この直線偏光は位相差板により一般に楕円偏光となるが、とくに位相差板が
１／４波長板でしかも偏光板と位相差板との偏光方向のなす角がπ／４のときには円偏光
となる。
【０１９２】
　この円偏光は、透明基板、透明電極、有機薄膜を透過し、金属電極で反射して、再び有
機薄膜、透明電極、透明基板を透過して、位相差板に再び直線偏光となる。そして、この
直線偏光は、偏光板の偏光方向と直交しているので、偏光板を透過できない。その結果、
金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができる。
【実施例】
【０１９３】
　本発明について、以下の実施例および比較例を用いて更に説明する。なお、本発明は、
これらの実施例のみに限定されるものではない。なお、実施例で用いた各析方法は、以下
の通りである。
【０１９４】
　（１）重量平均分子量の測定方法：ゲル・パーミエーション・クロマトグラフ（ＧＰＣ
）法よりポリスチレンを標準試料として算出した。具体的には、トルエンを展開溶媒とし
、流速１ｍＬ／ｍｉｎ、カラム温度は４０℃にて測定した。
【０１９５】
　（２）ガラス転移温度（Ｔｇ）の測定方法：以下の装置を用いＪＩＳＫ７１２１に準じ
て求めた。
・セイコー電子株式会社製　示差走査熱量計「ＤＳＣ５５００」
・測定雰囲気：２０ｍｌ／分の窒素下
・昇温速度１０℃／分
【０１９６】
　（３）位相差値、複屈折率、波長分散特性、遅相軸の角度、光透過率の測定方法：平行
ニコル回転法を原理とする位相差計〔王子計測機器（株）製　製品名「ＫＯＢＲＡ２１－
ＡＤＨ」〕を用いて、波長５９０ｎｍの値を測定した（波長分散特性については波長４８
０ｎｍの光源も使用した）。
【０１９７】
　（４）光弾性係数の絶対値の測定方法：分光エリプソメーター〔日本分光株式会社製　
製品名「Ｍ－２２０」〕を用いて、応力下でサンプルの位相差値を測定し、応力と位相差
値の関数の傾きから算出した。具体的には、２３℃において、２ｃｍ×１０ｃｍの試験片
に５Ｎ～１５Ｎの応力をかけたときの波長５９０ｎｍにおけるフィルム面内の位相差値を
測定した。
【０１９８】
　（５）厚み測定方法：アンリツ製デジタルマイクロメーター「Ｋ－３５１Ｃ型」を使用
して測定した。
【０１９９】
　（６）収縮性フィルムの収縮率の測定方法：  ＪＩＳ　Ｚ　１７１２の加熱収縮率Ａ法
に準じて求めることができる（ただし、加熱温度は１２０℃に代えて１４０℃とし、試験
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片に加重３ｇを加えたことが異なる）。具体的には、幅２０ｍｍ、長さ１５０ｍｍの試験
片を縦（ＭＤ）、横（ＴＤ）方法から各５枚採り、それぞれの中央部に約１００ｍｍの距
離において標点をつけた試験片を作製する。該試験片は、温度１４０℃±３℃または温度
１６０℃±３℃に保持された空気循環式恒温槽に、加重３ｇをかけた状態で垂直につるし
、１５分間加熱した後、取り出し、標準温度（室温）に３０分間放置してから、ＪＩＳ　
Ｂ　７５０７に規定するノギスを用いて、標準間距離を測定して、５個の測定値の平均値
を求め、Ｓ＝［＜加熱前の標準間距離（ｍｍ）－加熱後の標準間距離（ｍｍ）＞／加熱前
の標準間距離（ｍｍ）］×１００、より、Ｓ 1 4 0（ＭＤ）およびＳ 1 4 0（ＴＤ）、並びにＳ
1 6 0（ＭＤ）およびＳ 1 6 0（ＴＤ）を算出した。
【０２００】
　（７）収縮性フィルムの幅（ＴＤ）方向の収縮応力の測定方法：以下の装置を用い、Ｔ
ＭＡ法にて１４０℃および１５０℃における幅（ＴＤ）方向の収縮応力Ｔ 1 4 0（ＴＤ）お
よび収縮応力Ｔ 1 5 0（ＴＤ）を測定した。
・装置：セイコーインスツルメンツ（株）製　「ＴＭＡ／ＳＳ　６１００」
・データ処理：セイコーインスツルメンツ（株）製　「ＥＸＳＴＡＲ６０００」
・測定モード：等速昇温測定（１０℃／分）
・測定雰囲気：大気中（室温）
・荷重：２０ｍＮ
・サンプルサイズ：１５ｍｍ×２ｍｍ（長辺が幅（ＴＤ）方向）
【０２０１】
　（８）液晶表示装置のコントラスト比の測定方法：以下の方法、測定装置を用いて、２
３℃の暗室でバックライトを点灯させてから、３０分間が経過した後、測定を行った。液
晶表示装置に、白画像および黒画像を表示させ、ＥＬＤＩＭ社製の製品名「ＥＺ　Ｃｏｎ
ｔｒａｓｔ１６０Ｄ」により、表示画面上で最も光漏れが大きい方向の一つである、表示
画面の方位角４５°方向、極角６０°方向におけるＸＹＺ表示系のＹ値を測定した。そし
て、白画像におけるＹ値（ＹＷ）と、黒画像におけるＹ値（ＹＢ）とから、斜め方向のコ
ントラスト比「ＹＷ／ＹＢ」を算出した。なお、方位角４５°とは、パネルの長辺を０°
としたときに反時計周りに４５°回転させた方位を表し、極角６０°とは表示画面の正面
方向を０°としたときに、角度６０°に傾斜した方向を表す。
【０２０２】
　（９）液晶パネルの表示ムラの評価方法：以下の液晶セルと測定装置を用いて表示画面
を撮影した。表中「○」は、黒画像を表示したパネル全面において、最大輝度と最小輝度
の差が１．７９以下であるものを表す。「×」は、黒画像を表示したパネル全面において
、最大輝度と最小輝度の差が１．７９を超えるものを表す。
・液晶セル：ＳＯＮＹ製　ＫＬＶ－１７ＨＲ２に搭載されているもの
・パネルサイズ：３７５ｍｍ×２３０ｍｍ
・測定装置：ミノルタ製　２次元色分布測定装置「ＣＡ－１５００」
・測定環境：暗室（２３℃）
【０２０３】
　〔収縮性フィルム〕
　下記収縮性フィルム（Ａ）乃至（Ｆ）を用いた。これらの物性は表１の通りである。
収縮性フィルム（Ａ）：二軸延伸ポリプロピレンフィルム〔東レ製，商品名「トレファン
」ＢＯ　２５７０Ａ－１（厚み６０μｍ）〕
収縮性フィルム（Ｂ）：二軸延伸ポリプロピレンフィルム〔東レ製，商品名「トレファン
」ＢＯ　２５７０Ａ－２（厚み６０μｍ）〕
収縮性フィルム（Ｃ）：二軸延伸ポリプロピレンフィルム〔東レ製，商品名「トレファン
」ＢＯ　２５７０Ａ－３（厚み６０μｍ）〕
収縮性フィルム（Ｄ）：二軸延伸ポリプロピレンフィルム〔東レ製，商品名「トレファン
」ＢＯ　２５７０Ａ－４（厚み６０μｍ）〕
収縮性フィルム（Ｅ）：二軸延伸ポリプロピレンフィルム〔東レ製，商品名「トレファン
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」ＢＯ　２５７０Ａ－５（厚み６０μｍ）〕
収縮性フィルム（Ｆ）：二軸延伸ポリプロピレンフィルム〔東レ製，商品名「トレファン
」ＢＯ　２５７０Ａ－６（厚み６０μｍ）〕
【０２０４】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０２０５】
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　〔実施例１〕
　厚み１００μｍのノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む高分
子フィルム（日本ゼオン（株）製，商品名「ゼオノアＺＦ１４－１００」）の両側に、収
縮性フィルム（Ｅ）を、アクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）を介して貼り合せた。その
後、ロール延伸機でフィルムの長手方向を保持して１４６℃±１℃の空気循環式恒温オー
ブン内で１．３８倍に延伸した。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
なお、上記ノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む高分子フィル
ムのガラス転移温度（Ｔｇ）は１３６℃であり、延伸前のフィルム面内の位相差値は５．
０ｎｍ、厚み方向の位相差値は１２．０ｎｍであった。
【０２０６】
　上記アクリル系粘着剤は、テトラヒドロフランを溶媒とするＧＰＣ法で求めた重量平均
分子量が５５万のイソノニルアクリレート重合体１００重量部に対して、日本ポリウレタ
ン社製　商品名「コロネートＬ」３重量部、東京ファインケミカル製，商品名「ＯＬ－１
」１０重量部を混合したものを用いた。
【０２０７】
　〔実施例２〕
　実施例１において、延伸温度を１４６℃から１４０℃に変更し、延伸倍率を１．３８倍
から１．０８倍に変更したこと以外は実施例１と同様の方法で、位相差フィルムを作製し
た。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２０８】
　〔実施例３〕
　実施例１において、延伸温度を１４６℃から１４０℃に変更し、延伸倍率を１．３８倍
から１．０９倍に変更した以外はこと実施例１と同様の方法で、位相差フィルムを作製し
た。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２０９】
　〔実施例４〕
　実施例１において、延伸温度を１４６℃から１５５℃に変更し、延伸倍率を１．３８倍
から１．３０倍に変更したこと以外は実施例１と同様の方法で、位相差フィルムを作製し
た。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２１０】
　〔実施例５〕
　実施例１において、延伸温度を１４６℃から１５０℃に変更し、延伸倍率を１．３８倍
から１．２０倍に変更したこと以外は実施例１と同様の方法で、位相差フィルムを作製し
た。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２１１】
　〔実施例６〕
　実施例１において、延伸温度を１４６℃から１４５℃に変更し、延伸倍率を１．３８倍
から１．２０倍に変更したこと以外は実施例１と同様の方法で、位相差フィルムを作製し
た。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２１２】
　〔実施例７〕
　実施例１において、延伸温度を１４６℃から１４８℃に変更し、延伸倍率を１．３８倍
から１．３０倍に変更したこと以外は実施例１と同様の方法で、位相差フィルムを作製し
た。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２１３】
　〔実施例８〕
　実施例１において、延伸温度を１４６℃から１４８℃に変更し、延伸倍率を１．３８倍
から１．３５倍に変更したこと以外は実施例１と同様の方法で、位相差フィルムを作製し
た。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２１４】
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　〔実施例９〕
　実施例１において、延伸温度を１４６℃から１４８℃に変更し、延伸倍率を１．３８倍
から１．４０倍に変更したこと以外は実施例１と同様の方法で、位相差フィルムを作製し
た。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２１５】
　〔実施例１０〕
　厚み４０μｍのノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む高分子
フィルム（日本ゼオン（株）製，商品名「ゼオノアＺＦ１４－０４０」）の両側に、収縮
性フィルム（Ｅ）を、実施例１と同じアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）を介して貼り
合せた。その後、ロール延伸機でフィルムの長手方向を保持して１４３℃±１℃で１．５
８倍に延伸した。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。なお、上記ノル
ボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む高分子フィルムのガラス転移
温度（Ｔｇ）は１３６℃であり、延伸前のフィルム面内の位相差値は１．０ｎｍ、厚み方
向の位相差値は３．０ｎｍであった。
【０２１６】
　〔実施例１１〕
　実施例１０において、延伸倍率を１．５８倍から１．５２倍に変更したこと以外は実施
例１０と同様の方法で、位相差フィルムを作製した。得られた位相差フィルムの特性は、
表２の通りである。
【０２１７】
　〔実施例１２〕
　実施例１０において、延伸倍率を１．５８倍から１．４５倍に変更したこと以外は実施
例１０と同様の方法で、位相差フィルムを作製した。得られた位相差フィルムの特性は、
表２の通りである。
【０２１８】
　〔実施例１３〕
　厚み４０μｍのノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む高分子
フィルム（日本ゼオン（株）製，商品名「ゼオノアＺＦ１４－０４０」）の両側に、収縮
性フィルム（Ａ）を、実施例１と同じアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）を介して貼り
合せた。その後、ロール延伸機でフィルムの長手方向を保持して１４３℃±１℃で１．６
５倍に延伸した。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２１９】
　〔実施例１４〕
　実施例１３において、延伸倍率を１．６５倍から１．５０倍に変更したこと以外は実施
例１３と同様の方法で、位相差フィルムを作製した。得られた位相差フィルムの特性は、
表２の通りである。
【０２２０】
　〔実施例１５〕
　実施例１ において、延伸倍率を１． 倍から１．４０倍に変更した以外は実施例１

と同様の方法で、位相差フィルムを作製した。得られた位相差フィルムの特性は、表２
の通りである。
【０２２１】
　〔実施例１６〕
　厚み１３０μｍのノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む高分
子フィルム（ＪＳＲ（株）製 ,商品名「アートンＦＬＺＵ１３０Ｄ０」の両側に、収縮性
フィルム（Ｃ）を、実施例１と同じアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）を介して貼り合
わせた。その後、ロール延伸機で、フィルム長手方向を保持して、１４６℃±１℃の空気
循環式恒温オーブン内で、１．４２倍に延伸した。得られた位相差フィルムの特性は、表
２の通りである。
【０２２２】
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　〔実施例１７〕
　厚み１３０μｍのノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む高分
子フィルム（ＪＳＲ（株）製 ,商品名「アートンＦＬＺＵ１３０Ｄ０」の両側に、収縮性
フィルム（Ｆ）を、実施例１と同じアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）を介して貼り合
わせた。その後、ロール延伸機で、フィルム長手方向を保持して、１４６±１℃の空気循
環式恒温オーブン内で、１．３７倍に延伸した。得られた位相差フィルムの特性は、表２
の通りである。なお、上記ノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含
む高分子フィルムのガラス転移温度（Ｔｇ）は１２５℃であり、延伸前のフィルム面内の
位相差値は９．６ｎｍ、厚み方向位相差は３１．３ｎｍであった。また重量平均分子量は
７４，０００、数平均分子量は２３，５００であった。
【０２２３】
　〔実施例１８〕
　実施例１７において、延伸倍率を１．３７倍から１．２６倍に変更したこと以外は、実
施例１７と同様の方法で位相差フィルムを作製した。得られた位相差フィルムの特性は、
表２の通りである。
【０２２４】
　〔実施例１９〕
　厚み１３０μｍのノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む高分
子フィルム（ＪＳＲ（株）製 ,商品名「アートンＦＬＺＵ１３０Ｄ０」の両側に、収縮性
フィルム（Ｄ）を、実施例１と同じアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）を介して貼り合
わせた。その後、ロール延伸機で、フィルム長手方向を保持して、１４６±１℃の空気循
環式恒温オーブン内で、１．３９倍に延伸した。得られた位相差フィルムの特性は、表２
の通りである。
【０２２５】
　〔実施例２０〕
　実施例１９において、延伸温度を１４６℃から１４８℃に変更し、延伸倍率を１．３９
倍から１．２６倍に変更したこと以外は、実施例１９と同様の方法で位相差フィルムを作
製した。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２２６】
　〔実施例２１〕
　実施例１９において、延伸倍率を１．３９倍から１．４３倍に変更したこと以外は、実
施例１９と同様の方法で位相差フィルムを作製した。得られた位相差フィルムの特性は、
表２の通りである。
【０２２７】
　〔実施例２２〕
　厚み１００μｍのノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む高分
子フィルム（日本ゼオン（株）製 ,商品名「ゼオノアＺＦ１４－１００」の両側に、収縮
性フィルム（Ｃ）を、実施例１と同じアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）を介して貼り
合わせた。その後、ロール延伸機で、フィルム長手方向を保持して、１４６℃の空気循環
式恒温オーブン内で、１．３９倍に延伸した。得られた位相差フィルムの特性は、表２の
通りである。
【０２２８】
　〔実施例２３〕
　実施例２２において、延伸温度を１４６℃から１５０℃に変更し、延伸倍率を１．３９
倍から１．３２倍に変更したこと以外は、実施例２２と同様の方法で位相差フィルムを作
製した。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２２９】
　〔実施例２４〕
　実施例２２において、延伸温度を１４６℃から１４９℃に変更し、延伸倍率を１．３９
倍から１．３５倍に変更したこと以外は、実施例２２と同様の方法で位相差フィルムを作
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製した。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２３０】
　〔実施例２５〕
　厚み１３０μｍのノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む高分
子フィルム（ＪＳＲ（株）製 ,商品名「アートンＦＬＺＵ１３０Ｄ０」の両側に、収縮性
フィルム（Ｂ）を、実施例１と同じアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）を介して貼り合
わせた。その後、ロール延伸機で、フィルム長手方向を保持して、１４６±１℃の空気循
環式恒温オーブン内で、１．４２倍に延伸した。得られた位相差フィルムの特性は、表２
の通りである。
【０２３１】
　〔実施例２６〕
　実施例２５において、延伸温度を１４６℃から１５５℃に変更し、延伸倍率を１．４２
倍から１．４４倍に変更したこと以外は、実施例２５と同様の方法で位相差フィルムを作
製した。得られた位相差フィルムの特性は、表２の通りである。
【０２３２】
　〔実施例２７〕
　実施例２５において、延伸倍率を１．４２倍から１．１３倍に変更したこと以外は、実
施例２５と同様の方法で位相差フィルムを作製した。得られた位相差フィルムの特性は、
表２の通りである。
【０２３３】
　〔実施例２８〕
　厚み１００μｍのノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む高分
子フィルム（日本ゼオン（株）製 ,商品名「ゼオノアＺＦ１４－１００」の両側に、収縮
性フィルム（Ａ）を、実施例１と同じアクリル系粘着剤層（厚み１５μｍ）を介して貼り
合わせた。その後、ロール延伸機で、フィルム長手方向を保持して、１５３±１℃の空気
循環式恒温オーブン内で、１．２３倍に延伸した。得られた位相差フィルムの特性は、表
２の通りである。
【０２３４】
　〔比較例１〕
　ホスゲンとビスフェノールＡの縮合により得られたポリカーボネート系樹脂からなる高
分子フィルム ( 厚み４０μｍ ) の両側に、収縮性フィルム（Ａ）を、アクリル系粘着剤層
を介して貼り合せた。その後、ロール延伸機でフィルムの長手方向を保持して１６０℃で
１．１０倍に延伸した。得られた位相差フィルムの特性は、表 の通りである。本比較例
で用いた二軸延伸ポリプロピレンフィルムとアクリル系粘着剤は、実施例１と同じものを
用いた。なお、上記ポリカーボネート系樹脂からなる高分子フィルムのガラス転移温度（
Ｔｇ）は１５０℃であり、延伸前のフィルム面内の位相差値は７ｎｍ、厚み方向の位相差
値は１５ｎｍであった。
【０２３５】
　〔比較例２〕
　比較例１において、高分子フィルムの厚みを４０μｍから６０μｍに変更し、延伸倍率
を１．１０倍から１．０５倍に変更したこと以外は比較例１と同様の方法で、位相差フィ
ルムを作製した。得られた位相差フィルムの特性は、表 の通りである。
【０２３６】
　図１１は、実施例１～１５に記載の位相差フィルム及び比較例１～２の位相差フィルム
の面内位相差値：Ｒｅ（ｎｍ）とＮｚ係数との関係を示すグラフである。図１１に示すよ
うに、実施例１～９では、ノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含
む高分子フィルムを用いた場合にも、広範囲の面内位相差値およびＮｚ係数を有する位相
差フィルムが得られたことが分かる。また実施例１０～１５では、λ／４板として好適な
面内位相差値およびＮｚ係数を有する位相差フィルムが得られたことが分かる。
【０２３７】
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【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　表２中、ＮＯＲ：ノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂、ＰＣ：ポ
リカーネート系樹脂である。
【０２３８】
　実施例１－１
　〔偏光板（Ｐ１）の作製〕
　ポリビニルアルコールフィルムを、ヨウ素を含む水溶液中で染色した後、ホウ酸を含む
水溶液中で速比の異なるロール間にて一軸延伸して偏光子を得た。上記偏光子の一方の面
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には、厚み４０μｍの未延伸のノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂
を含む高分子フィルム（日本ゼオン（株）製，商品名「ゼオノアＺＦ１４－０４０」，光
弾性係数（絶対値）３．０１×１０ - 1 2ｍ 2／Ｎ）を、接着面に接着用下塗り剤（日本ユニ
カー（株）製，商品名「Ａ－１１１０」）を薄く塗布した後、ポリビニルアルコール系接
着剤（日本合成化学（株）製，商品名「ゴーセファイマーＺ」）を介して接着し、他方の
面には、４０μｍのトリアセチルセルロースフィルム（富士写真フイルム（株）製，商品
名「フジタック」）を、上記ポリビニルアルコール系接着剤を介して接着して偏光板（Ｐ
１）を得た。上記ノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む高分子
フィルムは、面内位相差（Ｒｅ）が１．０ｎｍ、厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）が３．０ｎ
ｍであった。
【０２３９】
　〔光学フィルム（Ｑ１）の作製〕
　上記偏光板（Ｐ１）のノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹脂を含む
高分子フィルムの表面に、実施例１で得られた位相差フィルムを、上記位相差フィルムの
遅相軸が上記偏光子の吸収軸と平行（０°±１．０°）になるように、アクリル系粘着剤
を介して接着し、光学フィルム（Ｑ１）を得た。
【０２４０】
　〔液晶表示装置の作製〕
　ＩＰＳモードの液晶セルを含む液晶表示装置〔ＳＯＮＹ製，ＫＬＶ－１７ＨＲ２〕から
液晶パネルを取り出し、上記液晶セルの上下に配置されていた偏光板を取り除いて、その
ガラス面（表裏）を洗浄した。続いて、上記液晶セルの視認側に前記光学フィルム（Ｑ１
）を、上記光学フィルム（Ｑ１）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と平行となる
ように、アクリル系粘着剤を介して接着し、一方、上記液晶セルのバックライト側に前記
偏光板（Ｐ１）を、上記偏光板（Ｐ１）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と直交
するように、アクリル系粘着剤を介して接着して液晶パネル（Ｉ）を作製した。上記光学
フィルム（Ｑ１）は、前記位相差フィルムが上記液晶セルに近い側になるように配置した
。また、上記偏光板（Ｐ１）は、ノルボルネン系モノマーの開環重合体を水素添加した樹
脂を含む高分子フィルムが上記液晶セルに近い側になるように配置した。
【０２４１】
　前記液晶パネル（Ｉ）を、元の液晶表示装置に組み込んだ。得られた液晶表示装置につ
いて、バックライトを８時間点灯させた後、ミノルタ（株）製の２次元色分布測定装置「
ＣＡ－１５００」を用いて、暗室にて上記液晶表示装置の表示画面を撮影した。その結果
、図１２に示すように、バックライトの熱による表示ムラは小さかった。
【０２４２】
　また、このように作製した液晶パネル（Ｉ）をバックライトユニットと結合し、液晶表
示装置（Ｉ）を作製した。バックライトを点灯させて３０分後の方位角４５°、極角６０
°のコントラスト比を測定したところ、コントラスト比は７５であった。
【０２４３】
　比較例２－１
　実施例１－１において、実施例１で得られた位相差フィルムの代わりに、比較例２で得
られた位相差フィルムを用いたこと以外は実施例１－１と同様にして、液晶パネル（Ｉ´
）を作製した。これを実施例１－１と同様にして、液晶表示装置〔ＳＯＮＹ製，ＫＬＶ－
１７ＨＲ２〕に組み込み液晶表示装置を得た。液晶表示装置のバックライトを８時間点灯
させた後、実施例１－１と同様の方法で、表示画面を撮影した。その結果、図１３に示す
ように、バックライトの熱による表示ムラは非常に大きかった。
【０２４４】
　実施例１に記載の位相差フィルムを用いた液晶パネルを組み込んだ液晶表示装置は、図
１２に示すように、バックライトの熱による表示ムラは小さかった。実施例２～２８につ
いても実施例１と同様に評価したところ表示ムラは小さかった。実施例８、９、１６、１
７、１９、２１、２２、２４、２５以外では、位相差フィルムを遅相軸が平行になるよう
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に２枚用いた。比較例２に示す従来技術による位相差フィルムを用いた液晶パネルを組み
込んだ液晶表示装置は、図１３に示すように、バックライトの熱による表示ムラが非常に
大きかった。なお、比較例１についても比較例２と同様に評価したところ表示ムラが非常
に大きかった。比較例１では、位相差フィルムを遅相軸が平行になるように２枚用いた。
【０２４５】
　〔実施例２３－１〕
　〔偏光板（Ｐ２）の作製〕
　ポリビニルアルコールフィルムを、ヨウ素を含む水溶液中で染色した後、ホウ酸を含む
水溶液中で速比の異なるロール間にて一軸延伸して偏光子（厚み２８μｍ ,偏光度９９．
９％ ,単体透過率４３．５％）を得た。上記偏光子の一方の面には、厚み８０μｍのトリ
アセチルセルロースフィルム（富士写真フイルム（株）製 ,商品名「ゼットタック」 ,面内
位相差（Ｒｅ）が１．０ｎｍ、厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）が４．０ｎｍ）をポリビニル
アルコール系接着剤（日本合成化学（株）製 ,商品名「ゴーセファイマーＺ」）を介して
接着し、偏光板（Ｐ２）を得た。
【０２４６】
　〔光学フィルム（Ｑ２）の作製〕
　上記偏光板（Ｐ２）のトリアセチルセルロースフィルムの表面に、実施例２３で得られ
た位相差フィルムを、上記位相差フィルムの遅相軸が上記偏光子の吸収軸と直交（９０°
±０．５°）になるように、アクリル系粘着剤を介して接着し、光学フィルム（Ｑ２）を
得た。
【０２４７】
　〔液晶表示装置（ＩＩ）の作製〕
　ＩＰＳモードの液晶セルを含む液晶表示装置〔ＳＯＮＹ製 ,ＫＬＶ－１７ＨＲ２〕から
液晶パネルを取り出し、上記液晶セルの上下に配置されていた偏光板を取り除いて、その
ガラス面（表裏）を洗浄した。続いて、上記液晶セルの視認側に前記光学フィルム（Ｑ２
）を、上記光学フィルム（Ｑ２）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と平行となる
ように、アクリル系粘着剤を介して接着し、一方、上記液晶セルのバックライト側に前記
偏光板（Ｐ２）を、上記偏光板（Ｐ２）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と直交
するように、アクリル系粘着剤を介して接着して液晶パネル（ＩＩ）を作製した。上記光
学フィルム（Ｑ２）は、前記位相差フィルムが上記液晶セルに近い側になるように配置し
た。このように作製した液晶パネル（ＩＩ）をバックライトユニットと結合し、液晶表示
装置（ＩＩ）を作製した。バックライトを点灯させて３０分後の方位角４５°、極角６０
°のコントラスト比を測定したところ、コントラスト比は６０であった。
【０２４８】
　〔実施例２３－２〕
　〔偏光板（Ｐ３）の作製〕
　ポリビニルアルコールフィルムを、ヨウ素を含む水溶液中で染色した後、ホウ酸を含む
水溶液中で速比の異なるロール間にて一軸延伸して偏光子（厚み２８μｍ ,偏光度９９．
９％ ,単体透過率４３．５％）を得た。上記偏光子の一方の面には、厚み８０μｍのトリ
アセチルセルロースフィルム（富士写真フイルム（株）製　商品名「フジタック」 ,面内
位相差（Ｒｅ）が１．０ｎｍ、厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）が５８．３ｎｍ）をポリビニ
ルアルコール系接着剤（日本合成化学（株）製　商品名「ゴーセファイマーＺ」）を介し
て接着し、偏光板（Ｐ３）を得た。
【０２４９】
　〔光学フィルム（Ｑ３）の作製〕
　上記偏光板（Ｐ３）のトリアセチルセルロースフィルムの表面に、実施例２３で得られ
た位相差フィルムを、上記位相差フィルムの遅相軸が上記偏光子の吸収軸と直交（９０°
±０．５°）になるように、アクリル系粘着剤を介して接着し、光学フィルム（Ｑ３）を
得た。
【０２５０】
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　〔液晶表示装置（ＩＩＩ）の作製〕
　ＩＰＳモードの液晶セルを含む液晶表示装置〔ＳＯＮＹ製 ,ＫＬＶ－１７ＨＲ２〕から
液晶パネルを取り出し、上記液晶セルの上下に配置されていた偏光板を取り除いて、その
ガラス面（表裏）を洗浄した。続いて、上記液晶セルのバックライト側に前記光学フィル
ム（Ｑ３）を、上記光学フィルム（Ｑ３）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と直
交するように、アクリル系粘着剤を介して接着し、一方、上記液晶セルの視認側に前記偏
光板（Ｐ３）を、上記偏光板（Ｐ３）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と平行と
なるように、アクリル系粘着剤を介して接着して液晶パネル（ＩＩＩ）を作製した。上記
光学フィルム（Ｑ３）は、前記位相差フィルムが上記液晶セルに近い側になるように配置
した。このように作製した液晶パネル（ＩＩＩ）をバックライトユニットと結合し、液晶
表示装置（ＩＩＩ）を作製した。バックライトを点灯させて３０分後の方位角４５°、極
角６０°のコントラスト比を測定したところ、コントラスト比は４５であった。
【０２５１】
　〔実施例２４－１〕
　〔偏光板（Ｐ４）の作製〕
　ポリビニルアルコールフィルムを、ヨウ素を含む水溶液中で染色した後、ホウ酸を含む
水溶液中で速比の異なるロール間にて一軸延伸して偏光子（厚み２８μｍ ,偏光度９９．
９％ ,単体透過率４３．５％）を得た。上記偏光子の一方の面には、厚み８０μｍのトリ
アセチルセルロースフィルム（富土写真フイルム（株）製　商品名「フジタック」 ,面内
位相差（Ｒｅ）が０．５ｎｍ ,厚み方向の位相差（Ｒｔｈ）が４０．０ｎｍ）をポリビニ
ルアルコール系接着剤（日本合成化学（株）製商品名「ゴーセファイマーＺ」）を介して
接着し、偏光板（Ｐ４）を得た。
【０２５２】
　〔光学フィルム（Ｑ４）の作製〕
　上記偏光板（Ｐ４）のトリアセチルセルロースフィルムの表面に、実施例２４で得られ
た位相差フィルムを、上記位相差フィルムの遅相軸が上記偏光子の吸収軸と直交（９０°
±０．５°）になるように、アクリル系粘着剤を介して接着し、光学フィルム（Ｑ４）を
得た。
【０２５３】
　〔液晶表示装置（ＩＶ）の作製〕
　ＩＰＳモードの液晶セルを含む液晶表示装置〔ＳＯＮＹ製 , ＫＬＶ－１７ＨＲ２〕から
液晶パネルを取り出し、上記液晶セルの上下に配置されていた偏光板を取り除いて、その
ガラス面（表裏）を洗浄した。続いて、上記液晶セルの視認側に前記光学フィルム（Ｑ４
）を、上記光学フィルム（Ｑ４）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と平行となる
ように、アクリル系粘着剤を介して接着し、一方、上記液晶セルの 側に、実
施例２３－１で作製した前記偏光板（Ｐ２）を、上記偏光板（Ｐ２）の偏光子の吸収軸が
、上記液晶セルの長辺と直交するように、アクリル系粘着剤を介して接着して液晶パネル
（ＩＶ）を作製した。上記光学フィルム（Ｑ４）は、前記位相差フィルムが上記液晶セル
に近い側になるように配置した。このように作製した液晶パネル（ＩＶ）をバックライト
ユニットと結合し、液晶表示装置（ＩＶ）を作製した。バックライトを点灯させて３０分
後の方位角４５°、極角６０°のコントラスト比を測定したところ、コントラスト比は６
０であった。
【０２５４】
　〔実施例２７－１〕
　〔光学フィルム（Ｑ５）の作製〕
　上記偏光板（Ｐ３）のトリアセチルセルロースフィルムの表面に、実施例２７で得られ
た位相差フィルムを、上記位相差フィルムの遅相軸が上記偏光子の吸収軸と直交（９０°
±０．５°）になるように、アクリル系粘着剤を介して接着し、光学フィルム（Ｑ ）を
得た。
【０２５５】
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　〔液晶表示装置（Ｖ）の作製〕
　ＩＰＳモードの液晶セルを含む液晶表示装置〔ＳＯＮＹ製 ,ＫＬＶ－１７ＨＲ２〕から
液晶パネルを取り出し、上記液晶セルの上下に配置されていた偏光板を取り除いて、その
ガラス面（表裏）を洗浄した。続いて、上記液晶セルのバックライト側に前記光学フィル
ム（Ｑ５）を、上記光学フィルム（Ｑ５）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と直
交するように、アクリル系粘着剤を介して接着し、一方、上記液晶セルの視認側に前記偏
光板（Ｐ３）を、上記偏光板（Ｐ３）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と平行と
なるように、アクリル系粘着剤を介して接着して液晶パネル（Ｖ）を作製した。上記光学
フィルム（Ｑ５）は、前記位相差フィルムが上記液晶セルに近い側になるように配置した
。このように作製した液晶パネル（Ｖ）をバックライトユニットと結合し、液晶表示装置
（Ｖ）を作製した。バックライトを点灯させて３０分後の方位角４５°、極角６０°のコ
ントラスト比を測定したところ、コントラスト比は５０であった。
【０２５６】
　〔実施例２８－１〕
　〔光学フィルム（Ｑ６）の作製〕
　上記偏光板（Ｐ３）のトリアセチルセルロースフィルムの表面に、実施例２８で得られ
た位相差フィルムを、上記位相差フィルムの遅相軸が上記偏光子の吸収軸と直交（９０°
±０．５°）になるように、アクリル系粘着剤を介して 着し、光学フィルム（Ｑ６）を
得た。
【０２５７】
　〔液晶表示装置（ＶＩ）の作製〕
　ＩＰＳモードの液晶セルを含む液晶表示装置〔ＳＯＮＹ製 , ＫＬＶ－１７ＨＲ２〕から
液晶パネルを取り出し、上記液晶セルの上下に配置されていた偏光板を取り除いて、その
ガラス面（表裏）を洗浄した。続いて、上記液晶セルの視認側に前記光学フィルム（Ｑ６
）を、上記光学フィルム（Ｑ６）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と平行となる
ように、アクリル系粘着剤を介して接着し、一方，上記液晶セルの 認側に、前記偏光板
（Ｐ３）を、上記偏光板（Ｐ３）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と直交するよ
うに、アクリル系粘着剤を介して接着して液晶パネル（ＶＩ）を作製した。上記光学フィ
ルム（Ｑ６）は、前記位相差フィルムが上記液晶セルに近い側になるように配置した。こ
のように作製した液晶パネル（ＶＩ）をバックライトユニットと結合し、液晶表示装置（
ＶＩ）を作製した。バックライトを点灯させて３０分後の方位角４５°、極角６０°のコ
ントラスト比を測定したところ、コントラスト比は４０であった。
 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【０２５８】
　〔比較例３〕
　〔液晶表示装置（ＶＩＩ）の作製〕
　ＩＰＳモードの液晶セルを含む液晶表示装置〔ＳＯＮＹ製 ,ＫＬＶ－１７ＨＲ２〕から
液晶パネルを取り出し、上記液晶セルの上下に配置されていた偏光板を取り除いて、その
ガラス面（表裏）を洗浄した。続いて、上記液晶セルの視認側に前記偏光板（Ｐ３）を、
上記偏光板（Ｐ３）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と平行となるように、アク
リル系粘着剤を介して接着し、一方、上記液晶セルの視認側に、前記偏光板（Ｐ３）を、
上記偏光板（Ｐ３）の偏光子の吸収軸が、上記液晶セルの長辺と直交するように、アクリ
ル系粘着剤を介して接着して液晶パネル（ＶＩＩ）を作製した。このように作製した液晶
パネル（ＶＩＩ）をバックライトユニットと結合し、液晶表示装置（ＶＩＩ）を作製した
。バックライトを点灯させて３０分後の方位角４５°、極角６０°のコントラスト比を測
定したところ、コントラスト比は１０であった。
【産業上の利用可能性】
【０２５９】
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　本発明の位相差フィルムによれば、液晶表示装置に用いても応力によって、位相差値の
ずれやムラの生じないｎｘ＞ｎｚ＞ｎｙの関係を有し、且つ広範囲の位相差値を有する位
相差フィルムを提供することができるので、液晶表示装置の表示特性向上に、極めて有用
であるといえる。
【図面の簡単な説明】
【０２６０】
【図１】本発明の偏光板の一例を示す概略図である。
【図２】本発明の偏光板の一例を示す概略図である。
【図３】本発明の偏光板の一例を示す概略図である。
【図４】本発明の偏光板の一例を示す概略図である。
【図５】本発明の液晶パネルの一例を示す概略図である。
【図６】本発明の液晶パネルの一例を示す概略図である。
【図７】本発明の液晶パネルの一例を示す概略図である。
【図８】本発明の液晶パネルの一例を示す概略図である。
【図９】本発明の液晶パネルの一例を示す概略図である。
【図１０】本発明の液晶パネルの一例を示す概略図である。
【図１１】本発明の位相差フィルムの面内位相差値とＮｚ係数の関係を示すグラフである
。
【図１２】実施例１－１の液晶パネルの表示ムラを示す写真である。
【図１３】比較例２－１の液晶パネルの表示ムラを示す写真である。
【図１４】本発明の位相差フィルムの製造方法を示す模式図の一例である。
【符号の説明】
【０２６１】
　１：偏光板
　１ａ：偏光子
　１ｂ、１ｃ：透明保護フィルム
　２：位相差フィルム
　３：光学フィルム
　４：偏光板
　４ａ：偏光子
　４ｂ、４ｃ：透明保護フィルム
　５：液晶セル
　６：液晶パネル
　４０２：ノルボルネン系樹脂を含む高分子フィルム
　４１８：延伸フィルム（位相差フィルム）
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】
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